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株主各位
証券コード 4563
2025年３月５日

（電子提供措置の開始日 2025年３月４日）
大阪府茨木市彩都あさぎ七丁目７番15号

代 表 取 締 役 社 長 山 田 英

第26期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第26期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに電子提供措

置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.anges.co.jp/ir/_pdf/2025_meeting.pdf

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」
を順に選択の上、ご覧ください。
なお、当日のご出席に代えて、以下のいずれかの方法により議決権を行使することができますので、お手数な

がら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、2025年３月27日（木曜日）午後10時までに議
決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。
【郵送（書面）による議決権行使の場合】
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返送く

ださい。
【インターネットによる議決権行使の場合】
議 決 権 行 使 書 に 記 載 の QR コ ー ド を 読 み 取 る 方 法、 も し く は 議 決 権 行 使 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただく方法で、画面の案内に従って、議案に対する賛否をご入
力ください。
インターネットによる議決権行使につきましては、３~５頁に記載の「議決権行使方法のご案内」をご確認く

ださいますようお願い申し上げます。

事前にインターネットで議決権行使いただいた株主様には、議案の賛否に関わらず
抽選で300名様に電子ギフト（500円相当）を贈呈いたします。 応募方法はこちら⇒
※ 一部のＱＲコード読み取りアプリでは、推奨環境以外のブラウザを内蔵しているため、
応募画面に遷移できない場合がございます。スマートフォンに備え付きのQRコード読み
取り機能をお試しください。

敬 具
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記
1. 日 時 2025年３月28日（金曜日）午前10時
2. 場 所 ハービスHALL

大阪府大阪市北区梅田２丁目５−25
ハービスOSAKA B２F
（末尾の「第26期定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目的事項
報告事項 1. 第26期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）事業報告及び

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第26期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 取締役５名選任の件
第２号議案 監査役３名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
……………………………………………………………………………………………………………………………………
●当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
●議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取扱わせていた
だきます。

●書面交付請求をされた株主様にご送付している書面には、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、以下の事
項を当該書面には記載しておりません。
・事業報告「新株予約権等の状況」
・計算書類等「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」
したがいまして、当該書面は、会計監査人及び監査役会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の
一部であります。

●書面交付請求をされていない株主様には、法令で定める事項、株主総会参考書類に加えて、事業報告の一部等
を抜粋した書面をご送付しております。

●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

●インターネット等の手段を用いて会場の模様を動画配信し、株主様に確認、傍聴いただくことができるように
しております。

●株主総会終了後「会社説明会」を開催いたします。
●今後、株主総会の運営方法等について変更がある場合の連絡事項等については、次に記載の当社ホームページ
に掲載いたしますのでご確認ください。
https://www.anges.co.jp/
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議決権行使方法のご案内

インターネットによる議決権行使
4頁の｢QRコードを利用する方法｣又は、�
5頁の｢インターネットによる議決権行使のご
案内｣をご参照の上、議案に対する賛否を
ご入力ください。

書面による議決権行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示の上、郵送にてご返送ください。
なお、各議案につき賛否のご表示のない場
合は、賛成の意思
表示があったものと
してお取り扱いいた
します。

※�ただし、午前2時30分か
ら午前4時30分まではシス
テムの都合上、行使でき
ませんので、予めご了承く
ださい。

行使
期限

2025年３月27日（木） 
午後10時 まで

行使
期限

2025年3月27日（木） 
午後10時 必着

株式会社 ICJが運営する機関投資家向け「議決権電子行使プラットフォーム」に参加される株主様は、当該プラッ
トフォームをご利用ください。

議決権電子行使プラットフォームについて

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。
賛否のご表示のない場合は、�
賛成の意思表示があったものとしてお取り扱いいたします。

議決権行使書用紙のご記入方法

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第3号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
▲�一部の候補者に�
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の候補者
番号をご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見本見 本

第１号・第２号議案

3

2025年02月28日 10時45分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見本

QRコードを利用する方法

スマートフォンでの議決権行使は、
「ログインID」「仮パスワード」の入力が不要です。

2 3

1 QRコードを読み取る

議決権行使方法を選択する 各議案の賛否を選択する

お手持ちのスマートフォンにて、
同封の議決権行使書用紙右片
に記載の「ログイン用QRコード」
を読み取る。

議案賛否方法の
選択画面が表示
されるので、議
決権行使方法を
選択する。

画面の案内にしたがって各議案の賛否を
選択する。

画面の案内にしたがって行使完了です。

「ログイン用QRコード」はこちら

スマートフォンをご利用の株主様

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見本見 本

見 本

4
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インターネットによる議決権行使は、スマートフォン又はパソコン等から議決権行使ウェブサイトに�
アクセスいただき、画面の案内に従って行使していただきますようお願いいたします。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

お手元の議決権行使書用紙の副票（右側）に記載された
「ログインID」及び「仮パスワード」を入力2

「ログイン」
をクリック

議決権行使ウェブサイトにアクセスする1

「次の画面へ」をクリック

https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使ウェブサイト

■ �インターネットより議決権を行使される場合
は、郵送によるお手続きは不要です。

■ �郵送とインターネットにより、二重に議決権
行使をされた場合は、インターネットによる
議決権行使の内容を有効として取り扱わせて
いただきます。

■ �インターネットにより、複数回にわたり議決
権行使をされた場合は、最後に行われた議決
権行使の内容を有効として取り扱わせていた
だきます。

 ご注意事項

三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部（ヘルプデスク）

ふ0120-173-027
（通話料無料、受付時間：9：00～21：00）

議決権行使サイトの操作方法に関する
お問い合わせについて

インターネットによる議決権行使のご案内

5

2025年02月28日 10時45分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



本招集ご通知は、「ネットで招集」を採用しています。
議案内容を確認して議決権行使ができますので、ぜひご活用ください。

（ ご 参 考 ）
招集ご通知をインターネットで簡単・便利に!!

「ネットで招集」のご案内

このボタンからインターネット議決権行使ウェブサイトへアクセスいただき、
議案に対する賛否をご入力ください。

議決権行使ウェブサイトへ簡単アクセス

※�「ネットで招集」をご利用いただくにあたり、プロバイダーへの接続料金
や通信事業者への通信料金については、株主様のご負担となります。

招集ご通知の掲載内容がパソコン・�
スマートフォン・タブレット端末からご覧
いただけます。インターネット環境があ
れば、外出先や移動中も閲覧可能です。

招集ご通知が
いつでもどこでも閲覧可能

横メニューと縦スクロールを
活用したスムーズな画面遷移
を実現しています。

スムーズな画面遷移

開催場所の地図はGoogle
マップに連動しています。

株主総会会場への
アクセスにも便利

https://s.srdb.jp/4563/アクセスはこちら！！

開催日時はGoogleカレンダー
と連携しています。Google�
カレンダーを利用している方は
簡単にスケジュール登録をする
ことができます。

簡単スケジュール登録

バーコード読み取り機能�
付きのスマートフォン又は
携帯電話をご利用の場合
は、下記のQRコードを�
読み取ってアクセスいた
だくことも可能です。

6
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株主総会参考書類 AnGes,Inc.
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議案及び参考事項
第１号議案 取締役５名選任の件
取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位 取締役会への

出席状況

1 再 任
やま だ えい

山田 英 代表取締役社長 100%
（20回／20回）

2 再 任
さ とう なお や

佐藤 尚哉 取締役 100%
（20回／20回）

3 再 任
えい き のり かず

栄木 憲和 社 外 独 立 取締役 100%
（20回／20回）

4 再 任
はら まこと

原 誠 社 外 独 立 取締役 100%
（20回／20回）

5 新 任
みつ くら やす え

満倉 靖恵 社 外 独 立 − −
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AnGes,Inc.
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

1

再任

やま だ えい

山 田 英
（1950年６月27日生）

1981 年４月 日本学術振興会 奨励研究員
1982 年４月 三菱化成工業株式会社（現三菱ケミカル株式会

社）入社
1995 年１月 株式会社そーせい入社
2000 年８月 宝酒造株式会社入社

ドラゴン・ジェノミクス株式会社（現タカラバイ
オ株式会社）取締役

2001 年５月 当社入社 事業開発本部長
2001 年８月 当社取締役
2002 年９月 当社代表取締役社長執行役員（現任）
2014 年 3 月 AnGes USA, Inc. President（現任）
2020 年 1 月 EmendoBio Inc. 取締役
2023 年 9 月 Emendo Research and Development Ltd.

取締役（現任）
2024 年 3 月 EmendoBio Inc. CEO（現任）
（重要な兼職の状況）
AnGes USA, Inc. President
EmendoBio Inc. CEO
Emendo Research and Development Ltd. 取締役

104,000株

【取締役候補者とした理由】
2002年９月に代表取締役社長に就任以降、当社グループの最高責任者として、経営戦略の決定、研
究開発、事業開発及び管理業務を統括し、当社グループの経営目標を着実に遂行する上で必要な経
験・知見、強いリーダーシップ力を有していることから、当社取締役として適任であると判断し、引
き続き取締役候補者としております。
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AnGes,Inc.
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

2

再任

さ とう なお や

佐 藤 尚 哉
（1960年４月25日生）

1985 年４月 三菱化成工業株式会社（現三菱ケミカル株式会
社）入社

2010 年４月 田辺三菱製薬株式会社国際事業部マネージャー
2013 年４月 薬理第二研究所第１部長
2015 年６月 国立大学法人京都大学医学研究科メディカルイノ

ベーションセンター出向 TMKプロジェクト特任
教授

2020 年５月 当社入社 社長室担当部長
2021 年10月 当社経営企画部長
2022 年３月 当社取締役経営企画部長（現任）
2022 年 9 月 EmendoBio Inc. 取締役（現任）
2023 年 6 月 MyBiotics Pharma Ltd. 社外取締役（現任）
2023 年 9 月 Emendo Research and Development Ltd.

取締役
2024 年３月 同社 CEO（現任）
（重要な兼職の状況）
EmendoBio Inc.取締役
MyBiotics Pharma Ltd. 社外取締役
Emendo Research and Development Ltd. CEO

−

【取締役候補者とした理由】
入社以来、経営企画の責任者として、製薬企業での研究開発・産学連携などの経験・知見を活かし、
当社の研究開発の牽引、新たなパイプラインの発掘などにリーダーシップを発揮し、経営全般の企
画・運営及び海外子会社の課題解決に向けての役割を担っており、引き続き当社の取締役候補者とし
ております。
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AnGes,Inc.
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

3

再任 社外 独立

えい き のり かず

栄 木 憲 和
（1948年４月17日生）

1979 年８月 日本チバガイギー株式会社入社
1994 年１月 バイエル薬品株式会社入社
1997 年３月 同社取締役（滋賀工場長）
2002 年７月 同社代表取締役社長
2007 年１月 同社代表取締役会長
2010 年４月 同社取締役会長
2014 年５月 当社社外取締役（現任）
2015 年 6 月 東和薬品株式会社社外取締役（現任）
2016 年４月 ソレイジア・ファーマ株式会社社外取締役(現任)
2017 年１月 株式会社ファンペップ社外取締役（現任）
2018 年 6 月 キッズウェル・バイオ株式会社社外取締役(現任)
2023 年 8 月 AwakApp Inc.社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
東和薬品株式会社社外取締役
ソレイジア・ファーマ株式会社社外取締役
株式会社ファンペップ社外取締役
キッズウェル・バイオ株式会社社外取締役
AwakApp Inc.社外取締役

−

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
製薬企業経営者としての豊富な経験・知見を有しており、社外取締役として当社の経営に有用な意見
をいただいております。当社の社外取締役としての責務を果たしていただけるものと判断し、引き続
き社外取締役候補者としております。なお、当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時を
もって10年10ヶ月であります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

4

再任 社外 独立

はら まこと

原 誠
（1951年３月15日生）

1974 年４月 住友化学工業株式会社（現住友化学株式会社）
入社

1999 年８月 住友製薬株式会社総合計画室部長
兼 住友化学株式会社医薬事業室部長

2003 年４月 住友化学株式会社石油化学業務室部長
2005 年６月 同社執行役員経理室部長
2008 年４月 同社常務執行役員
2010 年４月 同社専務執行役員
2010 年９月 大日本住友製薬株式会社（現住友ファーマ株式会

社）常務執行役員
2011 年６月 同社取締役常務執行役員
2012 年４月 同社取締役専務執行役員
2016 年６月 同社顧問
2018 年３月 当社社外取締役（現任）
2024 年３月 株式会社ファンペップ社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ファンペップ社外取締役

−

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
製薬企業経営者としての豊富な経験・知見を有しており、社外取締役として当社の経営に有用な意見
をいただいております。当社の社外取締役としての責務を果たしていただけるものと判断し、引き続
き社外取締役候補者としております。なお、当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時を
もって７年であります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

5

新任 社外 独立

みつ くら やす え

満 倉 靖 恵
（1974年５月１日生）

1999 年４月 徳島大学助手
2001 年12月 岡山大学専任講師
2005 年１月 東京農工大学准教授
2005 年４月 東京大学客員（兼任）
2011 年４月 慶應義塾大学准教授
2013 年 8 月 株式会社電通サイエンスジャム取締役CTO（現

任）
2018 年４月 慶應義塾大学教授（理工学部・医学部）（現任）
2023 年10月 FeMup 代表取締役社長（現任）
2023 年10月 IKI Inc. 代表取締役社長（現任）
2024 年11月 IKI Japan 代表取締役社長（現任）
2025 年 1 月 オールラウンド株式会社（現任）
（重要な兼職の状況）
慶應義塾大学教授（理工学部・医学部）
株式会社電通サイエンスジャム取締役CTO
FeMup 代表取締役社長
IKI Inc. 代表取締役社長
IKI Japan 代表取締役社長
オールラウンド株式会社（プロダクション所属）

−

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
理工学と医学の幅広い専門性と学際的研究実績に加え、産業界での経験を通じた実務的視点を備えて
いることから、当社の技術革新と研究開発戦略強化に貢献していただけると判断したためです。多様
な視点を活かし、取締役会の意思決定に新たな価値をもたらし、企業の持続的成長を支える重要な役
割を果たしていただくことを期待して、新たに社外取締役候補者としております。

（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 栄木憲和、原誠及び満倉靖恵の３氏は、社外取締役候補者であります。
3. 当社は、栄木憲和及び原誠の２氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。また、満倉靖恵氏の

選任が承認された場合、独立役員として届け出る予定であります。
4. 当社は、栄木憲和及び原誠の２氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款第29条の規定に基づく責任限定契約を締

結しており、２氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定です。また、満倉靖恵氏の選任が承認された場
合、同氏との間で当該責任限定契約を締結する予定です。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１
項各号に定める額としており、また責任限定が認められるのは、３氏がその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がな
い場合に限られます。

5. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し、株主や第三者等から
損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約
により補填することとしております。各候補者の選任が承認された場合には、各候補者は当該保険の被保険者となります。
当該保険の保険料は、特約部分も含め、会社負担としており、被保険者の実質的保険料負担はありません。
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第２号議案 監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであります。
本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

1

新任 社外 独立

もり いく お

森 郁 夫
（1955年11月21日生）

1979 年４月 大蔵省入省 主計局配属
1985 年 7 月 Salomon Brothers Inc ( ニ ュ ー ヨ ー ク )

Associate
1988 年９月 シェアソン・リーマン・ハットン証券会社ヴァイ

ス・プレジデント
1989 年９月 Shearson Lehman Hutton Inc.(ニューヨーク）

Vice President
1991 年９月 Barclays de Zoete Wedd（ロ ン ド ン）

Assistant Director
1993 年１月 バークレイズ証券会社 ディレクター
1997 年６月 CAL FP銀行 駐日上席代表
1998 年 7 月 株式会社レコフ 部長
2001 年２月 BNPパリバ証券会社 ディレクター
2006 年10月 株式会社KMPG FAS ディレクター
2012 年９月 同社 マネージングディレクター
2018 年７月 リンカーン・インターナショナル株式会社

マネージング・ディレクター
2023 年１月 森アソシエイツ代表（現任）
（重要な兼職の状況）
森アソシエイツ代表

−

【社外監査役候補者とした理由】
長きにわたり金融機関に在籍し財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、また企業経営者として
豊富な経験、知見を有していることから、経営全般の監視と有効な助言を期待し、社外監査役として
の職務を適切に遂行することができると判断し候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

2

新任 社外 独立

はやし きよ たか

林 清 隆
（1956年12月28日生）

1979 年４月 野村證券株式会社入社
1997 年12月 同社富山支店長
2000 年６月 同社法人開発部長
2002 年４月 同社企業金融部長
2009 年 4 月 野村インベスターリレーションズ株式会社出向

取締役
2012 年４月 同社常務取締役
2015 年４月 株式会社プロネクサス出向営業開発部長
2016 年12月 同社転籍
2018 年４月 同社執行役員
2020 年４月 同社常務執行役員ソリューション事業部長
2021 年６月 同社取締役常務執行役員ソリューション事業部長
2023 年７月 SBIホールディングス株式会社入社

SBIアラプロモ株式会社出向取締役
2024 年６月 SBIリーシングサービス株式会社 監査役（現任）
（重要な兼職の状況）
SBIリーシングサービス株式会社 監査役

−

【社外監査役候補者とした理由】
長きにわたり金融機関に在籍し財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、また企業経営者として
豊富な経験、知見を有していることから、経営全般の監視と有効な助言を期待し、社外監査役として
の職務を適切に遂行することができると判断し候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

3

新任 社外 独立

やま なし ひで ゆき

山 梨 秀 行
（1960年４月18日生）

1984 年４月 味の素株式会社入社
1997 年４月 味の素冷凍食品株式会社総務部経理財務グループ

長
2002 年７月 タイ味の素株式会社財務担当取締役
2008 年７月 味の素株式会社経営企画部専任部長
2011 年12月 味の素製薬株式会社（現EAファーマ株式会社）

財務部長
2013 年７月 同社経営企画部長
2016 年７月 株式会社J-オイルミルズ 経営企画部長
2017 年９月 味の素株式会社監査役室専任部長
2021 年７月 同社監査部企画グループ 監査委員会スタッフ

（現任）
（重要な兼職の状況）
味の素株式会社監査部企画グループ 監査委員会スタッフ

−

【社外監査役候補者とした理由】
長きにわたり財務、経理などの業務に従事し、また、経営企画業務、監査業務をするなど、豊富な業
務経験を通じて培われた専門知識と幅広い知見を有していることから、経営全般の監視と有効な助言
を期待し、社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断し候補者といたしました。

（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 森郁夫、林清隆及び山梨秀行の３氏は、社外監査役候補者であります。
3. 当社は、森郁夫、林清隆及び山梨秀行の３氏が社外監査役に選任された場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、届け出る予定であります。
4. 森郁夫、林清隆及び山梨秀行の３氏が社外監査役に選任された場合、当社は会社法第427条第１項及び当社定款第38条の

規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を３氏と締結する予定であります。但し、当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額となります。

5. 当社は、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を森郁夫、林清隆及び山梨秀行の３氏が社外監査役に選任された
場合、締結する予定であります。
①被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は特約部分も含め、会社負担としており、被保険者の実質的保険料負担はありません。

②填補の対象となる保険事故の概要
特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受
けることによって生ずることのある損害について填補します。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為
の場合等一定の免責事由があります。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであり

ます。
本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
なお、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議により、その選任を取り消すことができるもの

とさせていただきます。
補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

なり まつ あき ひろ

成 松 明 博
（1947年８月12日生）

1973 年４月 三菱化成工業株式会社（現三菱ケミカル株式会
社） 入社

2001 年10月 ミツビシ ファーマ アメリカ (現ミツビシ
タナベ ファーマ アメリカ) 社長

2003 年７月 三菱ウェルファーマ株式会社（現田辺三菱製薬
株式会社）執行役員創薬本部副本部長

2004 年６月 同社常務執行役員創薬本部副本部長
2004 年７月 同社常務執行役員創薬本部長
2006 年７月 同社常勤監査役
2007 年10月 田辺三菱製薬株式会社常任監査役
2013 年３月 当社常勤社外監査役
2017 年３月 当社社外監査役

ー

【補欠の社外監査役の候補者とした理由】
製薬業界における豊富な経験・知見を有しており、長年当社の常勤社外監査役としてその職責を十分に果たさ
れた実績があるため、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、補欠の社外監査役候補
者としております。
（注）1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. 成松明博氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3. 成松明博氏が社外監査役に就任した場合は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定でおりま

す。
4. 成松明博氏が社外監査役に就任した場合には、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款第38条の規定に

基づく責任限定契約を締結する予定です。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項各号に定める
額としており、また責任限定が認められるのは、同氏がその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合に限られ
ます。

5. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し、株主や第三者等から
損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約
により補填することとしております。同氏が監査役に就任した場合には、当該保険の被保険者となります。当該保険の保
険料は、特約部分も含め、会社負担としており、被保険者の実質的保険料負担はありません。

以 上
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Ⅰ. 企業集団の現況
1 事業の経過及び成果
全般的概況
当社グループ（当社及び連結子会社３社）は、国内において2024年度より早老症治療薬「ゾキンヴィ」を販

売しております。アンジェスクリニカルリサーチラボラトリー（以下「ACRL」といいます）においては希少遺
伝性疾患の拡大新生児スクリーニング検査（以下「スクリーニング事業」といいます）の受託が順調に拡大して
おります。また、「コラテジェン」につきましては、2019年度より慢性動脈閉塞症における潰瘍に対する治療薬
として条件及び期限付き製造販売承認を取得し、販売しておりました。条件解除に向けた申請を行っておりまし
たが、2024年６月に申請を取り下げ、販売を終了いたしました。
当連結会計年度における事業収益はスクリーニング事業で３億11百万円（前期比+１億96百万円(169.7％)の

増収）、「ゾキンヴィ」の販売で２億44百万円（当連結会計年度より販売開始）、「コラテジェン」の販売で11百
万円（前期比△11百万円(△50.0％)の減収）となり、EmendoBio Inc.（以下「Emendo社」といいます）の
OMNI Platform技術に関する研究開発事業収益75百万円を加え、総額で６億43百万円（前期比+4億90百万円
(320.7％)の増収）となりました。
事業費用はEmendo社の事業再編成による費用削減等により97億53百万円（前連結会計年度の事業費用は

121億20百万円）となりました。営業損失は91億９百万円（前連結会計年度の営業損失は119億67百万円）と
なっております。
営業外収益は円安に伴う外貨建資産の評価替えによる為替差益15億91百万円等を計上しており、経常損失は

75億37百万円（前連結会計年度の経常損失は56億51百万円）となりました。特別損失は、Emendo社の事業計
画を見直したことにより、同社の有形固定資産に係る減損損失１億11百万円及びのれんに係る減損損失199億
36百万円を特別損失に計上しております。この結果、親会社株主に帰属する当期純損失は281億28百万円（前
連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純損失は74億37百万円）となっております。
当社グループの開発品の進捗につきましては、「研究開発の概況」をご覧ください。
今後も、自社プロジェクトに加え、外部からの導入、戦略的提携先との共同開発や他社への資本参加等により

開発品パイプライン拡充を積極的に進め、遺伝子医薬のグローバルリーダーを目指してまいります。
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プロジェクト 地域 導出先 適応症 基礎研究 非臨床試験
臨床試験（治験）

承認

米国

イスラエル

豪州

ー 慢性動脈閉塞症

Kamada 慢性動脈閉塞症

HGF遺伝子治療用製品
 （ベペルミノゲンペルプラスミド）

トルコ Er-Kim 慢性動脈閉塞症

第Ⅰ相 第Ⅱ相 第Ⅲ相

完了

準備中

承認
2024/1
2024/5より
販売開始

完了

実施中NF-kBデコイオリゴDNA

DNAワクチン

ー

ー

腰痛症

高血圧

剤形

注射剤

日本 ー 慢性動脈閉塞症注射剤

注射剤

注射剤

米国Tie2受容体
アゴニスト化合物

*「HGPS」：ハッチンソン・ギルフォード・プロジェリア症候群 / 「PDPL」：プロセシング不全性のプロジェロイド・ラミノパチー

Vasomune
（共同開発先）

COVID-19
及び

急性呼吸窮迫症候群

DNAワクチン 米国 ー
新型コロナウイルス

感染症
(COVID-19)

完了

導入品
オーファン・
ドラッグに
指定

前期
実施中

日本

日本

ゾキンヴィ
(ロナファルニブ)

Sentynl
(導入元)

早老症
（HGPS・PDPL）*

注射剤

注射剤

経鼻投与

カプセル剤

速報で
良好な結果

薬物送達
システムの
開発を完了

ブレイクスルー・
セラピーに指定

承認審査

注射剤
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研究開発の概況
当社グループは、遺伝子医薬を中心に医薬品の開発、実用化及びゲノム編集技術の研究開発並びにACRLにお

ける拡大新生児スクリーニングを始め、遺伝学的検査、バイオマーカー検査など希少遺伝性疾患検査の開発など
を行っております。さらに当社は国内外の企業と積極的に提携し、有望な医薬品の実用化に向けて共同開発を進
めております。
以下に、当社グループの開発品並びに当社提携先の開発状況についてご説明いたします。

当社開発プロジェクト

※HGF遺伝子治療用製品の日本国内における条件及び期限付き承認の期間満了に伴い、イスラエルKamada社及びトルコEr-Kim社との契約について両社と見直し中です
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■HGF遺伝子治療用製品（一般名：ベペルミノゲンペルプラスミド）（自社品）
HGF遺伝子治療用製品の開発につきましては、米国での後期第Ⅱ相臨床試験の結果が良好であったことを踏

まえ、今後は米国での開発を優先してまいります。
具体的な開発状況としては、米国において、下肢潰瘍を有する閉塞性動脈硬化症を対象とした後期第Ⅱ相臨

床試験の投与を2023年第１四半期に完了し、2024年６月に試験結果の速報値により、良好な結果を確認いた
しました。この結果から、2024年９月に米国食品医薬品局（以下「FDA」といいます）によるブレイクスル
ー・セラピー（画期的新薬）に指定されました。今後の米国での開発計画については、FDAと協議を進めてま
いります。なお、上記臨床試験結果につきましては、主導医師の論文が発表されたのちに詳細をお知らせする
予定です。
国内におけるHGF遺伝子治療用製品の開発について、2019年３月には国内初の遺伝子治療用製品「コラテ

ジェン」として、慢性動脈閉塞症における潰瘍の改善を効能効果として条件及び期限付承認を取得し、2019
年９月より販売を開始し、2023年５月に条件解除に向けた製造販売承認の申請を厚生労働省に提出いたしま
した。その後、上記のとおり米国での後期第Ⅱ相臨床試験の結果速報値を確認し、日本国内の開発販売戦略を
見直した結果、条件解除の申請を一旦取下げ、それに伴い上記承認の期限が満了し、販売を終了いたしまし
た。今後の国内における承認申請につきましては、米国での開発の進捗を踏まえ、検討してまいります。
なお、田辺三菱製薬とのコラテジェンの販売権許諾契約については、2024年11月１日に日本国内の契約が

終了し、2025年２月１日に米国の契約が終了しています。

■NF-κBデコイオリゴDNA（自社品）
核酸医薬NF-κBデコイオリゴDNAについては、米国において椎間板性腰痛症を対象とした後期第Ⅰ相臨床

試験の患者への投与を2020年２月に完了し、投与後の観察期間６ヶ月間に続き、12ヶ月間を経た結果でも、
患者の忍容性は高い上、重篤な有害事象も認められず、安全性を確認できました。さらに、探索的にデータを
評価したところ、患者の腰痛の著しい軽減とその効果の持続が認められ、有効性も確認できました。
当連結会計年度においては、2023年10月に開始した日本国内における第Ⅱ相臨床試験において順調に症例

の登録を進めております。なお、当該試験に関して塩野義製薬株式会社と契約を締結し、費用の一部を負担い
ただくとともに、試験結果に基づき第Ⅲ相臨床試験の実施について協議する予定です。

■高血圧DNAワクチン（自社品）
高血圧治療用DNAワクチンについては、オーストラリアでの第Ⅰ相/前期第Ⅱ相臨床試験は重篤な有害事象

はなく、安全性に問題がないことを確認しました。今後の開発につきましては、新型コロナウイルスのDNAワ
クチンとは異なるプラスミドDNAの発現に関する改善策などの検討を進めてまいります。

■新型コロナウイルス感染症DNAワクチン（自社品）
2020年から2022年まで実施した研究開発の知見を活かし、プラスミドの発現効率や導入効率の向上等、プ

ラットフォームの見直しを行い、並行して、将来発生する可能性のある新たな変異株を視野に入れた改良型
DNAワクチン並びにワクチンの経鼻投与製剤の研究を米国スタンフォード大学と共同で実施してまいりまし
た。これまでの研究において新型コロナウイルス感染症を含むウイルス性肺疾患に対するDNAワクチンに適用
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できる新しい薬物送達システム(Drug Delivery System：DDS)を開発することができました。これにより、
当初の目標を達成したことから当該研究開発を終了いたしました。

■Tie2受容体アゴニスト（共同開発品）
Tie2受容体アゴニスト（AV-001）は、カナダのバイオ医薬品企業であるVasomune社と共同開発契約を締

結し、急性呼吸不全など血管の不全を原因とする疾患を対象に2020年12月より米国において第Ⅰ相臨床試験
を実施し、安全性と忍容性を確認いたしました。当初新型コロナウイルス感染症肺炎患者を対象としていまし
たが、その後、重症化リスクが低いオミクロン株への置き換わりが急速に進んだことに伴い、第Ⅱ相臨床試験
の対象疾患をインフルエンザ等のウイルス性及び細菌性肺炎を含む急性呼吸窮迫症候群（ARDS）に広げるべ
く、開発計画を米国FDAと協議し、合意しました。当連結会計年度は、対象疾患の患者の状況や投与計画の検
討に時間を要したことから、症例登録が計画よりも少なくなりました。このような状況に対し、今後も医療機
関との連携を進め、2025年度下半期に目標症例数の登録完了を目指します。
なおAV-001は、2024年５月に米国FDAにより重篤な疾患に対する治療薬やアンメットメディカルニーズ

に対して有効性が期待される医薬品をより早く患者に届けることを目的としたFast Trackに指定されました。
医薬品がFast Track指定を受けると、医薬品開発及び審査プロセス全体を通じて、FDAと製薬会社間の早期
かつ頻繁なコミュニケーションが可能となります。頻度の高いコミュニケーションにより、質問や問題が迅速
に解決され、多くの場合、早期の医薬品承認と患者によるアクセスにつながります。

■ゾキンヴィ（一般名：ロナファルニブ）（導入品）
当社は、2022年５月に米国の医薬品企業であるEiger BioPharmaceuticals Inc.*と、ハッチンソン・ギル

フォード・プロジェリア症候群とプロセシング不全性のプロジェロイド・ラミノパチーを適応症とする治療薬
であるゾキンヴィについて、日本における独占販売契約を締結いたしました。2023年３月に希少疾病治療薬
（オーファン・ドラッグ）の指定を受け、2024年１月18日に厚生労働省より製造販売承認を取得いたしまし
た。承認取得により、研究開発は終了し、2024年５月より販売を開始いたしました。

*2024年５月にSentynl Therapeutics Inc.に事業譲渡しました。
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プロジェクト 地域 適応症 LEAD OPTIMIZATION PRE-CLINICAL IND-ENABLING PHASE 1-3

ゲノム編集治療の開発 米国
家族性高コレステロール血症・

血液学・眼科・免疫腫瘍学などにおける疾患

ELANE関連重症先天性
好中球減少症

遺伝性疾患
疾患と遺伝子変異
の分子機構の解析

突然変異、SNPs、
対立遺伝子の解析

編集戦略の構築、
ガイドRNAの設計

最適化された
ゲノム編集ツール
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Emendo社の開発プロジェクト

■ゲノム編集技術による遺伝子治療用製品開発
当社は、究極の遺伝子治療法ともいわれるゲノム編集技術を用いた遺伝子疾患治療に挑むため、2020年12

月にゲノム編集における先進技術及びそれを活用した開発パイプラインを持つEmendo社を子会社化しまし
た。Emendo社では、ゲノム編集の安全な医療応用を目指し、新規CRISPRヌクレアーゼ（※１）を探索・最適化
するプラットフォーム技術（OMNI Platform）を確立しており、ゲノム編集でしばしば問題視される「オフ
ターゲット効果」（※２）を回避できるなど、新たな特徴をもった新規ヌクレアーゼ（OMNI ヌクレアーゼ）を数
多く作出し、特許を出願しております。
2024年に入り、知識集約的な研究開発体制に移行するための事業再編成を実施し、Emendo社のイスラエ

ルにある研究施設における研究開発活動を適正化いたしました。また、イスラエルと周辺国との戦争が拡大す
る状況を踏まえ、イスラエルの研究所における研究成果を米国でバックアップする体制を構築しており、米国
における研究開発活動及び導出等の準備を進めております。また、これまでに開発してきたOMNIヌクレアー
ゼの更なる最適化、効率化などを進めております。
なお、2024年３月には、スウェーデンのバイオ企業であるAnocca社と、Emendo社が開発したOMNIヌ

クレアーゼの非独占的ライセンス契約を締結し、Anocca社が開発しているT細胞受容体改変T細胞（TCR-T）
療法による固形がん等の治療にEmendo社の技術が使用されることとなりました。
さらに、今後スタンフォード大学医学部と共同で、Emendo社のゲノム編集技術を活用し新たながんゲノム

編集治療法の研究を進める予定です。

※１ 新規CRISPRヌクレアーゼ：ゲノム編集で使用する新たなRNA誘導型DNA切断酵素で、ガイドRNAで規定した塩基配列を識別し、そ
の標的とした塩基配列を切断する。

※２ オフターゲット効果：ゲノム編集で、DNA鎖上の目的とする塩基配列以外の別の領域に、意図せぬ突然変異を引き起こしてしまうこ
と。

検査受託サービス及び提携先における開発状況
■希少遺伝性疾患検査を主目的としたACRLの検査受託

ACRLでは、拡大新生児スクリーニング検査を一般社団法人希少疾患の医療と研究を推進する会
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（CReARID）のほか、埼玉県、群馬県、沖縄県などの自治体（又はその関連団体）から受託しております。拡
大新生児スクリーニングにおいて陽性となった受検者のうち、偽陽性の受検者を選別するための二次スクリー
ニング検査方法を開発し、その成果を2024年８月に開催された日本マススクリーニング学会で発表し、当社
研究員が「若手優秀演題賞」を受賞いたしました。2025年には長野県における拡大新生児スクリーニングの
受託も開始され、当該二次スクリーニングについても併せて対応する予定です。
これに加え、早老症治療薬ゾキンヴィの発売に伴い、対象疾患であるHGPS及びPDPLの遺伝学的検査を受託

できる体制を構築し、希少遺伝性疾患の確定のための遺伝学的検査の受託を開始しました。さらに、治療効果
をモニタリングするバイオマーカーの検査について、拡大新生児スクリーニングの対象疾患の一部に対し検査
体制を構築いたしました。今後、まだ体制が未整備のスクリーニング検査対象疾患へのバイオマーカー検査の
体制構築を進め、希少遺伝性疾患のスクリーニングから診断、治療に至るまでの包括的な検査体制の提供を目
指してまいります。

■マイクロバイオームを用いた治療薬・サプリメントなどの開発
当社は、腸内細菌叢を利用した疾患治療薬や健康維持のサプリメントを開発しているイスラエルの

MyBiotics Pharma Ltd.（以下「MyBiotics社」といいます）と2018年７月に資本提携しております。
MyBiotics社では、腸内細菌叢の微生物の構成を再現した培養物（Super Donor）の製造法を確立しており、
イスラエルにおいて第Ⅰ相臨床試験を完了したクロストリジウム・ディフィシル感染症治療薬MBX-SD-202の
米国開発の準備を進め、スイスFerring Pharmaceuticalsとその傘下にあるRebiotix Incと細菌性膣炎治療薬
の共同開発に取り組んできましたが、今般のイスラエルとパレスチナにおける紛争の影響もあり、MyBiotics
社における研究開発の継続が懸念される状況となっております。
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2 設備投資等の状況
当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は1億17百万円であります。これは主にACRLのスクリ

ーニング事業の事業拡大に伴う検査設備への投資であります。

3 資金調達の状況
2023年６月26日開催の取締役会において、BofA証券株式会社を割当先とする第43回新株予約権（第三者割

当て）発行の決議を行い、当連結会計年度中に２億14百万円を調達いたしました（発行日からの累計で12億8百
万円の調達）。また、2024年3月19日開催の取締役会において、Cantor Fitzgerald Europeを割当先とする第
44回新株予約権（第三者割当て）及び第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行の決議を行い、当連結会
計年度中に27億73百万円（新株予約権発行による入金を含む）を調達いたしました。さらに、2024年8月30日
開催の取締役会において、Cantor Fitzgerald Europeを割当先とする第45回新株予約権（第三者割当て）発行
の決議を行い、2024年12月末日までに14億32百万円（新株予約権発行による入金を含む）を調達いたしまし
た。この結果、当連結会計年度の調達総額は44億20百万円となりました。

4 対処すべき課題
医薬品事業は、製品化までに多額の資金と長い時間を要する等の特性があり、当社グループは継続的な営業損

失の発生及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上している状況にあり、すべての開発投資を補うに足る収
益は生じておりません。そのため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
このような環境のもと、当社グループは、当該状況の解消と継続的な発展を目指し、下記を重要な課題として

取り組んでおります。
(1）自社既存プロジェクトの推進

当社グループは、現在開発している医薬品等のプロジェクトを確実に進捗させることが重要な課題と認識
しております。
当社グループでは、2019年３月にHGF遺伝子治療用製品コラテジェンの条件及び期限付承認を厚生労働

省から取得し、同年９月から販売を開始いたしました。その後、2023年５月に厚生労働省に条件解除に向
けた製造販売承認の申請を行いましたが、米国の良好な臨床試験結果を踏まえて、戦略的な観点から2024
年６月に申請を一旦取り下げ、販売も終了いたしました。一方、米国での後期第Ⅱ相臨床試験は2024年６
月に良好な結果が得られ、同年９月に米国FDAからブレイクスルー・セラピー（画期的新薬）に指定され、
2024年11月の米国心臓病学会において治験担当医師からトップラインデータが発表されました。
椎間板性腰痛症向けの核酸医薬NF-κBデコイオリゴDNAは、米国において後期第Ⅰ相臨床試験を完了し、

2023年10月から日本国内における第Ⅱ相臨床試験を実施し、予定どおり症例登録を実施しております。
Vasomune社と共同開発しているTie2受容体アゴニストはインフルエンザ等のウイルス性及び細菌性肺

炎を含む急性呼吸切迫症候群（ARDS）を対象に前期第Ⅱ相臨床試験を進めております。
これら開発中の医薬品について、今後も優先順位を意識しながら開発を進めてまいります。
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(2）開発パイプラインの拡充と事業基盤の拡大
当社グループの主力事業である医薬品開発では、開発品の製品化は非常に難易度が高いため、常に開発パ

イプラインを充実させることが重要な課題と認識しております。
当社グループでは上記プロジェクトに加え、ゲノム編集における先進技術を持つ米国の子会社Emendo社

において、ゲノム編集治療の研究開発を進めております。同社は、ゲノム編集の安全な医療応用を目指し、
新規CRISPRヌクレアーゼを探索・最適化するOMNI Platformを確立し、多数のOMNIヌクレアーゼを開発
しております。2024年には同社のOMNIヌクレアーゼの技術をスウェーデンのAnocca社へライセンスする
契約を締結しており、今後は米国においてゲノム編集技術の導出等を進める目的で体制強化を進めるととも
に、スタンフォード大学とがんゲノム編集治療の共同研究を進めます。
また、広範な免疫応答を刺激し、ウイルスの増殖防止、拡散の阻止が期待される改良型DNAワクチンの経

鼻投与製剤に関してスタンフォード大学と共同研究を実施し、薬物送達システムを開発いたしました。
開発パイプラインの拡充実績として、2022年５月に米国のバイオ医薬品企業Eiger社と早老症治療薬ゾキ

ンヴィの日本における独占販売契約を締結し、厚生労働省から希少疾病治療薬（オーファン・ドラッグ）の
指定を受け、2023年５月に同省に国内製造販売承認申請を行い、2024年１月に同省から製造販売承認を取
得いたしました。
当社グループは、提携先との共同開発や、子会社によるゲノム編集技術の研究開発などによりパイプライ

ンの拡充を目指してまいります。
また、事業基盤の拡大として、希少遺伝性疾患の拡大新生児スクリーニング検査を受託しているACRLで

は自治体や民間の検査センター等との連携により受託拡大を進めております。さらに、これまでの拡大新生
児スクリーニング検査に加え、希少遺伝性疾患の遺伝学的検査（確定検査）や治療の効果をモニタリングす
るバイオマーカーの検査など、希少遺伝性疾患の診断から治療に至るまでの包括的な検査を実施できる体制
の構築を進め、検査業務の売上拡大を目指してまいります。
今後も、ライセンス導入や共同開発、他社に対する資本参加や他社の買収等により開発品パイプラインの

拡充による事業基盤の拡大を図り、将来の成長を実現してまいります。
(3）開発プロジェクトにおける提携先の確保

当社グループでは、製薬会社との提携により、開発リスクを低減するとともに、契約一時金・マイルスト
ーンや開発協力金を受け取ることにより財務リスクを低減しながら開発を進め、上市後にロイヤリティを受
領するという提携モデルを事業運営の基本方針としております。
これまでの提携状況といたしましては、コラテジェンに関しましては、田辺三菱製薬株式会社と締結して

いた日本と米国を対象とした独占的販売契約が終了となりますが、患者数が日本に比べて圧倒的に多い米国
及び欧州の当該医療事情に精通している、欧米地域を中心にグローバル展開を行っていくことができるパー
トナーとの提携を検討しております。NF-κBデコイオリゴDNAの日本国内における慢性椎間板性腰痛症を
対象とした第Ⅱ相臨床試験では、塩野義製薬株式会社から臨床試験費用の一部負担などの協力を受けるとと
もに、続く第Ⅲ相臨床試験の実施について協議いたします。
今後も、更なる製薬会社等との提携を検討するとともに、開発プロジェクトに協力いただける企業を開拓
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し、事業基盤の強化に努めてまいります。
(4）資金調達の実施

当社グループにとって、上記(1)(2)を実現するために機動的に資金調達を行うことは重要な課題と認識し
ており、以下のようにこの課題に取り組んでおります。
2023年７月にBofA証券株式会社を割当先とする第43回新株予約権（第三者割当て）を発行し、調達開始

から2024年３月末日までに12億８百万円を調達いたしました。また、2024年４月にCantor Fitzgerald
Europeを割当先とした第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行し、13億円の調達を行い５月24日
までにすべての当該社債が株式に転換されました。Cantor Fitzgerald Europeを割当先とした第44回新株
予約権は６月14日から行使が開始され、2024年９月30日までに14億73百万円（新株予約権発行に伴う入
金を含む）を調達いたしました。さらに、2024年９月にCantor Fitzgerald Europeを割当先とした第１
回無担保普通社債を発行し、13億円の調達を行い、2024年12月20日までにすべての当該社債を償還いた
しました。加えて、Cantor Fitzgerald Europeを割当先とした第45回新株予約権（第三者割当て）を発行
し、2024年12月末日までに14億32百万円（新株予約権発行に伴う入金を含む）を調達いたしました。
今後も、研究開発活動推進及び企業活動維持のために必要となる資金調達の可能性を適宜検討してまいり

ます。
しかしながら、現時点において、第45回新株予約権の行使は株価等の動向に左右されることから未確定で

あり、また上記に記載したプロジェクトを継続的に進めるための更なる資金調達の方法、調達金額、調達時
期については確定しておらず、当社は継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在していると判断してお
ります。
なお、連結計算書類は継続企業を前提としており、上記のような継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を連結計算書類には反映しておりません。
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5 財産及び損益の状況の推移

区 分
第23期

(20212021
年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで)

第24期
(20222022

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで)

第25期
(20232023

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで)

第26期
（当連結会計年度）
(20242024

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで)

事 業 収 益 （千円） 64,148 67,061 152,985 643,638
経 常 利 益 （△ 損 失）（千円） △13,588,973 △14,610,015 △5,651,225 △7,537,856
親会社株主に帰属する
当期純利益（△純損失）（千円） △13,675,587 △14,714,772 △7,437,607 △28,128,983

1 株 当 た り
当期純利益（△純損失） （円） △92.86 △94.29 △39.29 △119.53

総 資 産 （千円） 45,455,746 38,820,711 28,892,536 4,668,599
純 資 産 （千円） 38,634,741 30,425,406 26,103,166 2,156,591
（注）1. １株当たり当期純利益（△純損失）は、期中平均株式数に基づき算出しております。

2. 事業収益、経常利益（△損失）、親会社株主に帰属する当期純利益（△純損失）、総資産、純資産の金額は千円未満を切り捨
て、１株当たり当期純利益（△純損失）は、銭未満を四捨五入して表示しております。

3. 第24期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、第24期以降の財
産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しています。

6 重要な親会社及び子会社の状況
（1）重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

AnGes USA, Inc.
千米ドル ％

米国での遺伝子医薬品などの開発400 100.0

EmendoBio Inc. 千米ドル ％ ゲノム編集技術の開発58,273 92.7
(注）EmendoBio, Inc.の株式のうち5.9％は、AnGes USA, Inc.を通じての間接所有となっております。

（2）企業結合の成果
当社の連結子会社は３社であります。
当連結会計年度の事業収益は６億43百万円（前期比320.7％の増収）、親会社株主に帰属する当期純損失は

281億28百万円（前連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純損失は74億37百万円）となりました。
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7 主要な事業内容（2024年12月31日現在）
（1）HGF遺伝子治療用製品の研究開発
（2）NF-κBデコイオリゴDNA（核酸医薬）の研究開発
（3）急性呼吸窮迫症候群治療薬の研究開発
（4）遺伝性早老症治療薬ゾキンヴィの販売
（5）新希少遺伝性疾患のオプショナルスクリーニング検査
（6）ゲノム編集技術による遺伝子治療用製品の研究開発
（7）その他パイプラインに関する研究開発

8 主要な営業所（2024年12月31日現在）
（1）当社の主要な営業所

本 社：大阪府茨木市
支 社：東京都港区

（2）子会社の主要な営業所
AnGes USA, Inc. ：米国 ニュージャージー州
EmendoBio Inc. ：米国 ニューヨーク州

9 使用人の状況（2024年12月31日現在）
（1）企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減
55名 △90名

（注）１．使用人数は就業人員であり、休職者及び派遣社員15.8名（年間の平均人員）は含んでおりません。
２．従業員が前期末に比較して減少した主な理由は、Emendo社の事業再編成の実施による従業員の退職によるものです。

（2）当社の使用人の状況

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
33名 △７名 53.2歳 ８年０ヶ月

（注） 使用人数は就業人員であり、休職者及び派遣社員14.8名（年間の平均人員）は含んでおりません。
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Ⅱ. 株式の状況（2024年12月31日現在）
1 発行可能株式総数 700,000,000株
2 発行済株式の総数 286,377,550株（うち自己株式230株を含む）
3 株 主 数 105,568名
4 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持株比率
ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 7,323,521株 2.55％
ＢＮＹＭ ＳＡ／ＮＶ ＦＯＲ ＢＮＹＭ
ＦＯＲ ＢＮＹＭ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ
Ａ Ｃ Ｃ Ｔ Ｓ Ｍ Ｉ Ｌ Ｍ Ｆ Ｅ

4,911,162株 1.71％

河 合 裕 1,639,500株 0.57％
原 田 始 1,598,200株 0.55％
林 勇 一 郎 1,410,000株 0.49％
最 上 賢 治 1,334,000株 0.46％
塩 野 義 製 薬 株 式 会 社 1,186,800株 0.41％
水 野 親 則 1,072,000株 0.37％
野 村 證 券 株 式 会 社 1,045,138株 0.36％
田 中 道 俊 770,000株 0.26％
（注） 持株比率は自己株式（230株）を除外して計算し、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

2025年02月28日 10時45分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



AnGes,Inc.

29

Ⅲ. 新株予約権等の状況
1 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

第32回新株予約権 第34回新株予約権
発行決議日 2018年４月23日 2019年４月22日

新株予約権の数 480個 320個
新株予約権の目的となる

株式の種類と数
普通株式 48,000株

（新株予約権１個につき100株）
普通株式 32,000株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
新株予約権１個当たり

51,800円
（１株当たり518円）

新株予約権１個当たり
77,400円

（１株当たり774円）
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額 １株当たり１円 １株当たり１円

権利行使期間 2018年５月10日〜
2048年５月９日

2019年５月16日〜
2049年５月15日

行使の条件 ※ ※

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 200個
目的となる株式数 20,000株
保有者数 1名

新株予約権の数 200個
目的となる株式数 20,000株
保有者数 1名

社外取締役
新株予約権の数 120個
目的となる株式数 12,000株
保有者数 3名

新株予約権の数 120個
目的となる株式数 12,000株
保有者数 3名

監査役 該当なし 該当なし

※ 本新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。
① 本新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間（但し、最終の日が休日に当たる

場合には直後の営業日まで）に限り、本新株予約権を行使することができます。（なお、第34回新株予約
権は本新株予約権を一括してのみ行使することができます。）但し、本新株予約権者が割当日以降最初に
到来する取締役の任期の満了日よりも前に当社の取締役の地位を喪失した場合、本新株予約権者が当社の
取締役を解任された場合、又は自己都合により退任した場合（疾病、障害により退任した場合を除きま
す。）は、本新株予約権を行使することはできません。

② 本新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合には、本新株予約権を行使することができません。
③ 本新株予約権者が不正若しくは違法な職務執行を行った場合、又は本新株予約権者が当社の社会的信用を

害する行為その他当社に対する背信的行為と認められる行為を行った場合には、本新株予約権を行使する
ことができません。
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④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ
ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

⑤ 本新株予約権者が本新株予約権の全部又は一部の放棄を申し出た場合には、かかる放棄の申し出のあった
本新株予約権の全部又は一部を行使することができません。

⑥ 各本新株予約権の１個未満の行使を行うことはできません。
⑦ 上記①にかかわらず、本新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権者の法定相続人に限り本新株予約権

の相続を認め、かつ、本新株予約権者の死亡の日から10ヶ月以内に本新株予約権を相続する法定相続人を
確定の上、同期間内に権利保有者変更手続を行った場合にのみ、本新株予約権者の死亡の日から１年を経
過する日までに限り、当該法定相続人は本新株予約権を行使することができます。但し、本新株予約権者
が割当日以降最初に到来する取締役の任期の満了日よりも前に死亡した場合には、本新株予約権の相続に
よる承継は認められません。また、本新株予約権を相続により承継した法定相続人からの本新株予約権の
相続は認められません。
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Ⅳ. 会社役員の状況
1 取締役及び監査役の状況（2024年12月31日現在）

地 位 氏 名 担当又は重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 山 田 英
AnGes USA,Inc. President
EmendoBio Inc. CEO
Emendo Research and Development Ltd. 取締役

取 締 役 佐 藤 尚 哉
当社経営企画部長
EmendoBio Inc. 取締役
Emendo Research and Development Ltd. CEO
MyBiotics Pharma Ltd. 社外取締役

取 締 役 栄 木 憲 和

東和薬品株式会社 社外取締役
ソレイジア・ファーマ株式会社 社外取締役
株式会社ファンペップ 社外取締役
キッズウェル・バイオ株式会社 社外取締役
AwakApp Inc. 社外取締役

取 締 役 駒 村 純 一
日本ピラー工業株式会社 社外取締役
東海物産株式会社 社外取締役
株式会社アイ・ブレインサイエンス 社外取締役

取 締 役 原 誠 株式会社ファンペップ社外取締役

取 締 役 室 伏 きみ子 TSUBASAファーマ株式会社 取締役
ビューティ＆ウェルネス専門職大学 学長

常 勤 監 査 役 小 野 尚 之
監 査 役 堀 越 克 則
監 査 役 安 藤 公 一

（注）1. 取締役栄木憲和、原誠及び室伏きみ子の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 監査役小野尚之、堀越克則及び安藤公一の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3. 取締役栄木憲和、原誠及び室伏きみ子の３氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届出ておりま

す。
4. 監査役小野尚之、堀越克則及び安藤公一の３氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届出ており

ます。
5. 取締役駒村純一氏は2024年12月18日に逝去し、同日をもって取締役を退任しました。
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2 役員の報酬等
① 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

当社は取締役会において、取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る方針を決定しております。当
社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従
業員給与の水準をも考慮し、決定しております。取締役、監査役、それぞれの世間水準及び役職によるバラ
ンス等を考慮して、監査役については監査役の協議を、それ以外については取締役会の審議を経てこれを決
定しております。
ａ．基本報酬に関する方針

当社の取締役報酬は、固定報酬であり、1999年12月17日開催の設立総会での決議により年額200百万
円以内（決議当時の員数３名）としています。報酬の決定に当たっては、取締役会の委任を受けた代表取
締役社長が経営内容、各役割に応じた貢献度合、給与とのバランス等を考慮し、毎期の定時株主総会後に
開催される取締役会において決定されております。
取締役会において、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬及び内容について決定方針と整合している

ことを確認しております。
当社の監査役報酬は、固定報酬であり、監査役の協議により、常勤、非常勤の別、業務分担内容等を考

慮し決定しています。固定報酬は、1999年12月17日開催の設立総会での決議により年額60百万円以内
（決議当時の員数１名）としています。
ｂ．業績連動報酬等に関する方針

当社は業績連動報酬等を採用しておりません。
ｃ．非金銭報酬等に関する方針

当社の取締役の中長期的な業績及び企業価値の向上への貢献意欲や士気を高める目的として、退任時報
酬として株式報酬型ストック・オプションとして新株予約権を割り当てております。
2018年３月29日開催の第19期定時株主総会で、取締役に対し退任時報酬として、割り当てる株式報酬

型ストック・オプションに係る報酬等の枠を、固定報酬の限度額とは別枠で、年額100百万円を上限（決
議当時の員数５名）としております。割り当てる新株予約権の行使価額は１円、行使条件は退任時として
おります。
ストック・オプションは、2018年４月23日開催の取締役会において取締役５名（社外取締役を含む）

に対し、また2019年４月22日開催の取締役会において取締役４名（社外取締役を含む）に対し新株予約
権の発行決議をいたしました。

② 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する事項
個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役がその具体的内容について委任を受けるもの

とし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬としております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案
しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。
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③ 当事業年度における取締役の報酬等の決定過程における取締役会の活動内容
当事業年度における取締役の報酬等の決定に関する活動といたしまして、2024年３月28日開催の株主総

会後の取締役会において、取締役個別の報酬額の決定については上記方針に基づき代表取締役社長である山
田英に一任する旨を決議しております。この権限を委任した理由は、当社の業績を勘案しつつ各取締役の評
価を行うには、代表取締役社長が適していると判断したためであります。

④ 当社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区 分 支給人員
報酬等の種類別の総額

支給総額
基本報酬 ストック・オプション

取 締 役
（うち社外取締役）

６名
（ ４名）

113,476千円
（48,000千円）

―
―

113,476千円
（48,000千円）

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
（ ３名）

31,800千円
（31,800千円）

―
―

31,800千円
(31,800千円）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

９名
（ ７名）

145,276千円
（79,800千円）

―
―

145,276千円
（79,800千円）

（注）期末日現在の取締役は５名（社外取締役３名）、監査役は3名（社外監査役3名）であります。

3 責任限定契約の内容の概要
当社は社外取締役並びに社外監査役各氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款第29条及び第38条の

規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。ただし、当該契約に
基づく損害賠償責任限度額は、法令が規定する額となります。

4 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し、株主や

第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等
の損害を当該保険契約により補填することとしております。当該役員等賠償責任保険の被保険者は当社の取締
役、監査役及び子会社の役員であり当該保険の保険料は、特約部分も含め、会社負担としており、被保険者の実
質的保険料負担はありません。
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5 社外役員に関する事項
（1）会社又は会社の特定関係事業者との関係

社外役員は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者及びその三親等以内の親族その
他これに準ずる者であったことはありません。

（2）重要な兼職の状況及び当該兼職先との関係
区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当該兼職先との関係

取 締 役 栄 木 憲 和

東和薬品株式会社 社外取締役
ソレイジア・ファーマ株式会社 社外取締役
株式会社ファンペップ 社外取締役
キッズウェル・バイオ株式会社 社外取締役
AwakApp Inc. 社外取締役

当社と兼職先の間に重要な
関係はありません。

取 締 役 駒 村 純 一
日本ピラー工業株式会社 社外取締役
東海物産株式会社 社外取締役
株式会社アイ・ブレインサイエンス 社外取締役

当社と兼職先の間に重要な
関係はありません。

取 締 役 原 誠 株式会社ファンペップ 社外取締役 当社と兼職先の間に重要な
関係はありません。

取 締 役 室 伏 きみ子 TSUBASAファーマ株式会社 取締役
ビューティ＆ウェルネス専門職大学 学長

当社と兼職先の間に重要な
関係はありません。

（3）当事業年度における主な活動状況
取締役会及び監査役会への出席状況並びに発言状況
・取締役 栄木憲和
当事業年度中に開催した取締役会20回中20回に出席いたしました。外資系を含む製薬企業経営者として

の豊富な経験・知見に基づき、海外の状況や事例に基づいた提言など、当社経営に有用な発言を行ってお
り、また取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
・取締役 駒村純一
退任までに開催した取締役会19回中16回に出席いたしました。ヘルスケア事業に関わる企業の経営者と

して、経営企画等への関わりによる豊富な経験・知見に基づき、当社経営に有用な発言を行っており、また
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。なお、2024年12月
18日に逝去し、同日をもって取締役を退任しました。
・取締役 原誠
当事業年度中に開催した取締役会20回中20回に出席いたしました。医薬品事業に関わる企業の経営者と

して、企業の総合計画や経理等への関わりによる豊富な経験・知見に基づき、当社経営に有用な発言を行っ
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ており、また取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
・取締役 室伏きみ子
当事業年度中に開催した取締役会20回中17回に出席いたしました。生物学研究者として、研究者の育成

に豊富なグローバルな経験、知見を有しているのみならず、政府の委員等を歴任されており、当社の経営全
般に対し、客観的な発言を行っており、また取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言を行っております。
・常勤監査役 小野尚之
当事業年度中に開催した取締役会20回中20回に出席いたしました。当事業年度中に開催した監査役会16

回中16回に出席いたしました。取締役会、監査役会においては、製薬企業における豊富な経験と知見、また
他企業における内部監査部門長、取締役監査等委員の経験から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を行っており、監査活動を通して、経営全般の監視と当社経営に有用な助言を行っ
ております。
・監査役 堀越克則
当事業年度中に開催した取締役会20回中20回に出席いたしました。当事業年度中に開催した監査役会16

回中16回に出席いたしました。取締役会、監査役会においては、製薬企業における豊富な経験と知見、また
製薬企業の常勤監査役等の経験から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を
行っており、経営全般の監視を行っております。
・監査役 安藤公一
当事業年度中に開催した取締役会20回中20回に出席いたしました。当事業年度中に開催した監査役会16

回中16回に出席いたしました。取締役会、監査役会においては、製薬企業における豊富な経験と知見、また
製薬企業におけるコンプライアンス部門責任者としての経験から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための助言・提言を行っており、経営全般の監視を行っております。

（4）報酬等の総額
支給人員 ７名 79,800千円

（注） 当事業年度末現在の人員は、社外取締役3名、社外監査役3名であります。
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Ⅴ. 会計監査人の状況
1 名 称 有限責任監査法人トーマツ
2 報酬等の額

支払額
公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額 63,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 63,000千円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確

に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記
載しております。

2. 当社の重要な子会社のうち、EmendoBio Inc.については、当社の会計監査人と同一のネットワークに属するDeloitte
Touche Tohmatsuのメンバーファームの監査を受けています。

3 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
当社監査役会は、経営執行部門及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の

監査計画の内容、過去の会計監査の職務執行状況及び報酬実績並びに報酬見積の算出根拠等を検討した結果、会
計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

4 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査役会は、会計監査人が職務を適正に遂行することが困難と認められる等の場合には、会計監査人の解

任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する事由があった場合には、監

査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初
に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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Ⅵ. 会社の体制及び方針
1 業務の適正を確保するための体制

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社は「アンジェスグループ企業理念・行動指針・行動規範」を制定し、コンプライアンスの実効性が高
められるよう、当社及び子会社の取締役及び使用人に周知・徹底し、必要な教育・研修の機会を提供しま
す。

② 当社は代表取締役を委員長とする「リスク管理・コンプライアンス委員会」を設置し、「リスク管理・コ
ンプライアンス規程」に基づき、当社及び子会社のコンプライアンスの状況について確認を行い、取締役会
への報告を行います。

③ コンプライアンス違反を早期に発見し、是正することを目的とする社内通報体制として内部通報制度を設
け、「リスク管理・コンプライアンス規程」に基づき通報者の保護を確保した通報体制を整備します。

④ 「インサイダー取引防止規程」に基づき、取締役及び使用人がその職務に関して取得した内部情報の管理、
取締役及び使用人の株式等の売買、その他の取引の規制及び取締役及び使用人の服務に際し遵守すべき基本
的事項を定め、インサイダー取引防止に努めます。この内容は子会社へも適用します。

⑤ 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関連法令に従い、財務報告に係る内部統制の
整備及び運用を行います。

⑥ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当要求がなされた場合に
は、管理部門を対応部署とし、警察等の外部専門機関と緊密に連携の上対応します。

⑦ 業務執行組織から独立した内部監査担当を設置し、「内部監査規程」に基づき、子会社及び下記の体制を
含めたすべての業務を対象に、リスク評価に基づく監査計画を取締役会の承認の下に策定・実行し、監査結
果を取締役会へ報告して改善を図ります。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役の職務執行に係る情報の保存、管理等に関する規程を、「文書保存管理規程」、「情報セキュリティ
管理規程」として定め、これらに基づき、当該情報が記載又は記録された文書、媒体等の保存及び管理を適
切かつ確実に行うものとします。

② 個人情報については、個人情報保護法、マイナンバー法等の関係法令その他社会的規範を遵守し、「個人
情報取扱規程」及び「個人番号を含む特定個人情報取扱規程」に基づき情報資産を適切に保護管理します。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 「リスク管理・コンプライアンス規程」に基づき、リスク管理・コンプライアンス委員会において、事業
継続に重大な影響を及ぼすリスクを評価し、対応すべきリスクを選定するとともに、「事業継続計画
（BCP）」を定めて想定されるリスクに応じた有事に備え、有事が発生した場合には迅速かつ適切に対応しま
す。

② 取締役及び使用人に対してリスク管理に関する教育・研修を継続的に実施します。
③ 取締役会は、毎年、リスク管理体制について見直しを行います。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 定例の取締役会を原則毎月１回開催し、経営上の重要な項目について意思決定するとともに、業務執行の
状況を監督します。

② 「組織規程」において、職務執行に関する権限及び責任の範囲を業務分掌表に定めて業務を効率的に遂行
するとともに、会社の意思決定方法を職務権限一覧表に定めて重要性に応じた意思決定を行います。

③ 取締役会は中期経営計画を策定し、これに基づく主要経営目標の設定及びその進捗についての定期的な検
証を行うとともに、年度ごとの部門別目標を設定し、実績を管理します。

（5）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（a）当社及び子会社それぞれにリスク管理・コンプライアンス管理機能を設け、連携して情報収集及び管理

を行うものとします。
（b）当社及び子会社において、取締役及び使用人に対するコンプライアンス教育・研修を継続的に実施しま

す。
（c）当社及び子会社の業務執行は、各社における社内規程に従って実施し、社内規程は随時見直しを行いま

す。
② 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、子会社管理統括部門を設置し、「関係会社管理規程」その他関連規程により子会社の管理方法を
明確にするとともに、関係部門と連携して子会社の管理を行います。子会社の組織及び業務執行体制につき
定期的に見直し、効率的にその業務が執行される体制が構築されるよう監督します。
また、子会社における意思決定について、子会社の各種関連規程に基づき業務執行者の権限と責任を明ら

かにさせ、組織的かつ効率的な業務執行が行われるよう指導を行います。
子会社の取締役及び使用人は、子会社の内部統制システムの整備及び運用の状況を、定期的に当社へ報告

することとします。
③ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（a）子会社にリスク管理及びコンプライアンス管理に関する規程を整備させ、想定されるリスクに備えると

ともに、ことが発生した場合には、当該規程に従い迅速かつ適切に対応します。
（b）子会社の取締役及び使用人に対してリスク管理に関する教育・研修を継続的に実施します。
④ 子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

子会社に対して、当社の承認を必要とする事項と報告事項を明確に定めさせるとともに、職務執行及び事
業状況を定期的に報告させます。

（6）監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
① 監査役より、監査役の業務を補助すべき使用人を求められた場合には、監査役と協議の上、合理的な範囲
で補助使用人を配置します。
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② 補助使用人の任命、異動、評価、処分にあたっては監査役の事前の同意を得ることとし、本職務の遂行に
あたっては、取締役の指揮命令は受けないものとすることにより、取締役からの独立性を確保します。

③ 補助使用人は、監査役に専属することとし、他の業務を一切兼務させないことにより、監査役の補助使用
人に対する指示の実効性を確保します。

（7）監査役への報告に関する体制
① 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

取締役及び使用人は、当社における経営上の重要事項並びに法令・定款等に違反する行為、会社に著しい
損害を及ぼす事実及びそれらの事実が発生する懸念について、監査役に対して適時適切に報告を行います。
また、監査役はその職務の遂行上、必要と判断した事項に関し、必要に応じて、取締役及び使用人に対し

て報告及び資料の提供を求めることができる体制を整えます。
② 子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、子会社における経営上の重要事項並び
に法令・定款等に違反する行為、子会社に著しい損害を及ぼす事実及びそれらの事実が発生する懸念につい
て、直ちに当社の子会社管理統括部門に報告することとし、当該管理統括部門は当該報告のうち当社の代表
取締役と監査役との協議により決定した事項については監査役に報告します。

③ 報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
監査役は、取締役及び使用人から得た情報について第三者に報告する義務を負いません。また、監査役

は、報告をした取締役及び使用人の人事評価及び懲戒等に関して、取締役にその理由の開示を求めることが
できるものとします。

（8）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用
又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償還、負担した債務の弁

済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除
き、これに応じます。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役が社内の重要課題等を把握し、必要に応じ意見を述べることができるよう、取締役会その他の重要
会議に出席する機会を確保します。

② 取締役及び使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の閲覧、実地調査、取締役等との意見交換、子会社
調査等の監査役の活動が円滑に行われるよう、監査環境の整備に協力します。

③ 監査役は、監査の実施に当たり必要と認める場合には、弁護士、公認会計士等の監査業務に関する助言を
受けることができるものとします。

2 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、業務の適正を確保するための体制に基づいて、体制の整備とその適切な運用に努めております。当

事業年度における当該体制の運用状況の概要は、次のとおりです。
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コンプライアンスに対する取組みの状況
代表取締役を委員長とするリスク管理・コンプライアンス委員会を４回開催してリスク管理システムの構築を

行い、リスク管理プログラムを全社的に運用しました。
当社は内部通報規程を整備した上で内部通報の受付窓口を社内・社外に設置し、問題の早期発見と改善措置に

備えております。
また、内部監査につきましては、取締役会で承認された内部監査計画に基づいて実施しております。

職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組みの状況
取締役会は、社外取締役4名（事業年度末時点で３名）を含む取締役6名で（事業年度末時点で５名）構成さ

れ、監査役３名（いずれも社外監査役）も出席しております。取締役会は20回開催し、各議案についての審議、
業務執行の状況等の監督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は確保されており
ます。

損失の危機の管理に対する取組みの状況
当社は、自然災害や感染症の流行等により生じる損害の拡大を抑え最小に止めるために、事業継続計画大地震

編及び感染症編を策定しており、同計画に基づく訓練、大地震対策用備蓄品の整備を実施しております。
また、当事業年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を低減するため、リモートワークを導入し、WEB会

議などのツールを駆使して、事業の継続に努めました。

当社グループにおける業務の適正の確保に対する取組みの状況
当社子会社の経営管理につきましては、当社の経営企画部にて子会社の経営管理体制を整備、統括しておりま

す。

監査役監査の実効性の確保に対する取組みの状況
監査役会は、監査役３名（いずれも社外監査役）で構成されています。監査役会は16回開催し、監査に関する

重要な事項について報告を受け、協議・決議を行っております。
また、監査役はリスク管理・コンプライアンス委員会に出席し、監査の実効性の向上を図っております。

3 株式会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

（特に記載がある場合を除き、本事業報告における記載金額は各単位未満を切り捨て、数量及び比率は各単位未
満を四捨五入して表示しております。）
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連結貸借対照表（2024年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 3,542,608 流 動 負 債 2,313,283
現 金 及 び 預 金 1,707,756 買 掛 金 307,944
売 掛 金 85,235 未 払 金 306,991
商 品 224,803 未 払 費 用 32,809
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,204,382 事業構造改革引当金 166,182
前 渡 金 65,547 未 払 法 人 税 等 681,828
前 払 費 用 69,532 前 受 金 639,500
未 収 消 費 税 等 175,447 預 り 金 14,172
そ の 他 9,903 リ ー ス 債 務 163,853

固 定 負 債 198,724
繰 延 税 金 負 債 25,584

固 定 資 産 1,125,990 資 産 除 去 債 務 64,544
有 形 固 定 資 産 174,887 リ ー ス 債 務 108,595
建 物 78,558 負 債 合 計 2,512,007
工 具 器 具 備 品 96,328 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 9,661 株 主 資 本 △3,756,157
ソ フ ト ウ ェ ア 9,661 資 本 金 37,255,887

投 資 そ の 他 の 資 産 941,441 資 本 剰 余 金 5,502,588
投 資 有 価 証 券 441,804 利 益 剰 余 金 △46,514,594
敷 金 保 証 金 97,672 自 己 株 式 △39
繰 延 税 金 資 産 401,016 その他の包括利益累計額 5,808,409
そ の 他 948 その他有価証券評価差額金 47,444

為 替 換 算 調 整 勘 定 5,760,964
新 株 予 約 権 104,339
純 資 産 合 計 2,156,591

資 産 合 計 4,668,599 負 債 及 び 純 資 産 合 計 4,668,599
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連結損益計算書（2024年1月1日から2024年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
事 業 収 益

商 品 売 上 高 244,237
製 品 売 上 高 11,623
手 数 料 収 入 311,933
研 究 開 発 事 業 収 益 75,845 643,638

事 業 費 用
売 上 原 価 395,935
研 究 開 発 費 3,783,386
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,573,762 9,753,084
営 業 損 失 9,109,445

営 業 外 収 益
受 取 利 息 4,447
為 替 差 益 1,591,493
補 助 金 収 入 28,507
受 取 手 数 料 6,050 1,630,499

営 業 外 費 用
株 式 交 付 費 57,578
投 資 事 業 組 合 運 用 損 1,332 58,910
経 常 損 失 7,537,856

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 6,192 6,192

特 別 損 失
減 損 損 失 20,048,649
事 業 構 造 改 革 費 用 63,352 20,112,002

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 27,643,667
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 510,626
法 人 税 等 調 整 額 △25,310 485,316

当 期 純 損 失 28,128,983
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 28,128,983
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連結株主資本等変動計算書（2024年1月1日から2024年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 35,053,890 3,423,721 △18,385,610 △31 20,091,969
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 2,201,997 2,201,997 4,403,995
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失 △28,128,983 △28,128,983

自 己 株 式 の 取 得 △8 △8
連結子会社の増資に
よ る 持 分 の 増 減 42,718 42,718
連 結 子 会 社 株 式 の
取得による持分の増減 △165,849 △165,849
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） −

当 期 変 動 額 合 計 2,201,997 2,078,867 △28,128,983 △8 △23,848,127
当 期 末 残 高 37,255,887 5,502,588 △46,514,594 △39 △3,756,157

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 24,757 5,891,202 5,915,960 95,236 26,103,166
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 4,403,995
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失 △28,128,983

自 己 株 式 の 取 得 △8
連結子会社の増資に
よ る 持 分 の 増 減 42,718
連 結 子 会 社 株 式 の
取得による持分の増減 △165,849
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 22,687 △130,237 △107,550 9,102 △98,447

当 期 変 動 額 合 計 22,687 △130,237 △107,550 9,102 △23,946,575
当 期 末 残 高 47,444 5,760,964 5,808,409 104,339 2,156,591
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■連結注記表

1. 継続企業の前提に関する注記
医薬品事業は、製品化までに多額の資金と長い時間を要する等の特性があり、創薬ベンチャーである当社

グループは、継続的に営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上している状況にあります。そ
のため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。
当社グループは当該状況を解消すべく、下記を重要な課題として取り組んでおります。

①自社既存プロジェクトの推進
当社グループは、現在開発している医薬品等のプロジェクトを確実に進捗させることが重要な課題と認識

しております。
当社グループでは、2019年３月にHGF遺伝子治療用製品コラテジェンの条件及び期限付承認を厚生労働

省から取得し、同年９月から販売を開始いたしました。その後、2023年５月に厚生労働省に条件解除に向
けた製造販売承認の申請を行いましたが、米国の良好な臨床試験結果を踏まえて、戦略的な観点から2024
年６月に申請を一旦取り下げ、販売も終了いたしました。一方、米国での後期第Ⅱ相臨床試験は2024年６
月に良好な結果が得られ、同年９月に米国FDAからブレイクスルーセラピー（画期的新薬）に指定され、
2024年11月の米国心臓病学会において治験担当医師からトップラインデータが発表されました。
椎間板性腰痛症向けの核酸医薬NF-κBデコイオリゴDNAは、米国において後期第Ⅰ相臨床試験を完了し、

2023年10月から日本国内における第Ⅱ相臨床試験を実施し、予定どおり症例登録を実施しております。
Vasomune社と共同開発しているTie2受容体アゴニストはこれまで重度の新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）による肺炎を対象としておりましたが、重症化リスクが低いオミクロン株への置き換わりが
進んだことから、対象疾患をインフルエンザ等のウイルス性及び細菌性肺炎を含む急性呼吸切迫症候群
（ARDS）に広げて米国FDAに申請し承認を受け前期第Ⅱ相臨床試験を進めております。

これら開発中の医薬品について、今後も優先順位を意識しながら開発を進めてまいります。
②開発パイプラインの拡充と事業基盤の拡大
当社グループの主力事業である医薬品開発では、開発品の製品化は非常に難易度が高いため、常に開発パ

イプラインを充実させることが重要な課題と認識しております。
当社グループでは上記プロジェクトに加え、ゲノム編集における先進技術を持つ米国の子会社Emendo社

において、ゲノム編集治療の研究開発を進めております。同社は、ゲノム編集の安全な医療応用を目指し、
新規CRISPRヌクレアーゼを探索・最適化するプラットフォーム技術（OMNI Platform）を確立し、多数の
OMNIヌクレアーゼを開発しております。2024年には同社のOMNIヌクレアーゼの技術をスウェーデンの
Anocca社へライセンスする契約を締結しており、今後は米国においてゲノム編集技術の導出等を進める目
的で体制強化を進めるとともに、スタンフォード大学とがんゲノム編集治療の共同研究を進めます。
また、広範な免疫応答を刺激し、ウイルスの増殖防止、拡散の阻止が期待される改良型DNAワクチンの経

鼻投与製剤に関してスタンフォード大学と共同研究を実施し、薬物送達システムを開発いたしました。
これらの開発並びに提携先との共同開発などにより、事業基盤の拡大を目指してまいります。
開発パイプラインの拡充実績として、2022年５月に米国のバイオ医薬品企業Eiger社と早老症治療薬ゾキ
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ンヴィの日本における独占販売契約を締結し、厚生労働省から希少疾病治療薬（オーファンドラッグ）の指
定を受け、2023年５月に同省に国内製造販売承認申請を行い、2024年１月に同省から製造販売承認を取得
いたしました。
また、事業基盤の拡大として、希少遺伝性疾患の拡大新生児スクリーニング検査を受託しているACRLで

は自治体や民間の検査センター等との連携により受託拡大を進めております。さらに、これまでの拡大新生
児スクリーニング検査に加え、希少遺伝性疾患の遺伝学的検査（確定検査）や治療の効果をモニタリングす
るバイオマーカーの検査など、希少遺伝性疾患の診断から治療に至るまでの包括的な検査を実施できる体制
の構築を進め、検査業務の売上拡大を目指してまいります。
今後も、ライセンス導入や共同開発、他社に対する資本参加や他社の買収等により開発品パイプラインの

拡充による事業基盤の拡大を図り、将来の成長を実現してまいります。
③開発プロジェクトにおける提携先の確保
当社グループでは、製薬会社との提携により、開発リスクを低減するとともに、契約一時金・マイルスト

ーンや開発協力金を受け取ることにより財務リスクを低減しながら開発を進め、上市後にロイヤリティを受
領するという提携モデルを事業運営の基本方針としております。
これまでの提携状況といたしましては、コラテジェンに関しましては、田辺三菱製薬株式会社と締結して

いた日本と米国を対象とした独占的販売契約が終了となりますが、患者数が日本に比べて圧倒的に多い米国
及び欧州の当該医療事情に精通している、欧米地域を中心にグローバル展開を行っていくことができるパー
トナーとの提携を検討しております。NF-κBデコイオリゴDNAの日本国内における慢性椎間板性腰痛症を
対象とした第Ⅱ相臨床試験では、塩野義製薬株式会社から臨床試験費用の一部負担などの協力を受けるとと
もに、続く第Ⅲ相臨床試験の実施について協議いたします。
今後も、更なる製薬会社等との提携を検討するとともに、開発プロジェクトに協力いただける企業を開拓

し、事業基盤の強化に努めてまいります。
④資金調達の実施
当社グループにとって、上記①②を実現するために機動的に資金調達を行うことは重要な課題と認識して

おり、以下のようにこの課題に取り組んでおります。
2023年７月にBofA証券株式会社を割当先とする第43回新株予約権（第三者割当て）を発行し、調達開始

から2024年３月末日までに12億８百万円を調達いたしました。また、2024年４月にCantor Fitzgerald
Europeを割当先とした第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行し、13億円の調達を行い５月24日
までにすべての当該社債が株式に転換されました。Cantor Fitzgerald Europeを割当先とした第44回新株
予約権は６月14日から行使が開始され、2024年９月30日までに14億73百万円（新株予約権発行に伴う入
金を含む）を調達いたしました。さらに、2024年９月にCantor Fitzgerald Europeを割当先とした第１
回無担保普通社債を発行し、13億円の調達を行い、2024年12月20日までにすべての当該社債を償還いた
しました。加えて、Cantor Fitzgerald Europeを割当先とした第45回新株予約権（第三者割当て）を発行
し、2024年12月末日までに14億32百万円（新株予約権発行に伴う入金を含む）を調達いたしました。
今後も、研究開発活動推進及び企業活動維持のために必要となる資金調達の可能性を適宜検討してまいり
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ます。
しかしながら、現時点において、第45回新株予約権の行使は株価等の動向に左右されることから未確定で

あり、また上記に記載したプロジェクトを継続的に進めるための更なる資金調達の方法、調達金額、調達時
期については確定しておらず、当社は継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在していると判断してお
ります。
なお、連結計算書類は継続企業を前提としており、上記のような継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を連結計算書類には反映しておりません。

2. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数………３社
連結子会社の名称……（海外）AnGes USA, Inc.

EmendoBio Inc.
Emendo Research and Development Ltd.

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用する非連結子会社及び関連会社

該当事項はありません。
② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

MyBiotics Pharma Ltd.
③ 持分法を適用しない理由

持分法を適用しない上記会社は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
ら見て持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が
乏しいため、持分法の適用範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式及びその
他の関係会社有価証券

…………移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のも
の

……時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により
算定）
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市場価格のない
株式等

……移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価
証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて
入手可能な直近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって
おります。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、
原材料

…………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）

貯蔵品…………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）

③ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産
を除く）

…………当社は定率法を採用しております。但し、2016年４月１日以降取得の建物附属
設備については定額法を採用しております。
また、在外子会社は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ８〜18年
工具器具備品 3〜15年

無形固定資産…………当社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウェア ５年

リース資産……………一部の在外連結子会社については、米国会計基準 ASU2016-02号「リース」を
適用し、リースの借手は、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負
債として計上しており、資産計上された使用権資産はリース期間を耐用年数と
し、減価償却方法は定額法によっております。

④ 繰延資産の処理方法
株式交付費及び新株予約権発行費……支出時に全額費用として計上しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、医薬品の研究開発を行っており、主に商品販売収入、製品販売収入及び手数料収入を
得ております。当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充
足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
a. 商品販売収入
商品の販売については、顧客への納品が完了した時点で、当該商品の支配が顧客に移転したと判断し、
収益を認識しております。
b. 製品販売収入
医薬品の販売による収益は、医薬品に対する支配を顧客に移転することにより履行義務が充足されると

2025年02月28日 10時45分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



AnGes,Inc.

48

きに認識することとなりますが、当社グループにおける医薬品等の国内の販売において、出荷時から当
該医薬品の支配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間であるため、「収益認識に関する会計
基準の適用指針」第98項に定める代替的な取り扱いを適用して出荷時に収益を認識しております。
c. 手数料収入
オプショナルスクリーニング検査事業におきましては、新生児の希少遺伝性疾患に関する検査の受託を
行っており、顧客との契約に基づいて、検査結果を報告する履行義務を負っております。当該履行義務
は、検査結果を顧客に報告した一時点において、顧客が当該測定結果に対する支配を獲得することか
ら、当該時点で収益を認識しております。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけるその他の包括利益累計額の為替換算
調整勘定に含めて計上しております。

⑦ 引当金の計上基準
事業構造改革引当金：事業構造改革に伴い発生する費用に備えるため、その発生見込額を計上しており
ます。

⑧ のれんの償却方法及び償却期間
10年間の定額法により、償却しております。

3. 会計方針の変更
該当事項はありません。

4. 会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

5. 連結貸借対照表に関する注記
（1）記載事項は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
（2）有形固定資産の減価償却累計額 257,981千円
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6. 連結損益計算書に関する注記
（1）記載事項は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
（2）減損損失20,048,649千円を計上しております。

主な内容は以下のとおりであります。
① 減損損失を認識した資産の概要

場所 用途 種類
Emendo Research and
Development, Ltd.
（イスラエル）

統括業務施設及び研究用施設 使用権資産

EmendoBio, Inc.（米国） その他資産 のれん
② 減損損失の認識に至った経緯

当社連結子会社のEmendo社について、2023年度から事業再編成を開始し、研究開発体制を変革すると
ともに、ゲノム編集にかかるプラットフォーム技術の社外への導出に注力する体制に改めました。その後、
当連結会計年度において事業再編成時に策定した事業計画の実際の進捗の推移を確認した上で、当連結会
計年度末において改めて事業計画を見直しました。その結果、将来のキャッシュ・フローに不確実性が高
まったと判断したことから、株式取得時に見込んだ超過収益力の評価に基づくのれんを含むEmendo社の
固定資産について減損損失を認識しております。
③ 減損損失の金額

固定資産 金額（千円）

使用権資産 111,926

のれん 19,936,723

合計 20,048,649
④ 資産のグルーピングの方法

当社グループは、プロジェクトの区分に従い「医薬品開発事業」「検査受託サービス」及び「Emendo事
業」にグルーピングしております。
⑤ 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、使用価値により算定しております。なお、使用価値については、将来キャッシュ・フ
ローに基づく使用価値がマイナスであり、回収可能価額を零として評価しております。
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（3）Emendo社の研究開発部門の再編に伴う事業構造改革費用63,352千円を計上しております。
主な内訳は以下のとおりであります。
減損損失（使用権資産） 93,772千円
契約解除費用 △94,065千円
退職金 66,926千円
その他 △3,281千円
計 63,352千円

7. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）記載事項は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
（2）当連結会計年度末日における発行済株式の総数

普通株式 286,377,550株
（3）当連結会計年度末日における新株予約権の目的となる株式の数 99,789,500株

8. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、必要資金を自己資金で賄っております。一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で
運用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、当社の社
内規程に則り、取引先毎の債権期日管理及び残高管理等を行っております。
投資有価証券については、債券、業務上の関係を有する株式等であり、市場価格の変動リスクに晒され
ておりますが、定期的に時価の把握を行っております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2024年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

投資有価証券
その他有価証券
株式 27,000 27,000 ―

資 産 計 27,000 27,000 ―
（注）1. 「現金及び預金」については、現金であることから、記載を省略しております。「売掛金」、「未収消費税等」、「敷金保証金」、

「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」、「預り金」、「リース債務」は重要性が乏しいため、記載を省略しております。
2. 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとお

りです。

連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式等 371,489
投資事業有限責任組合 43,315
投資事業有限責任組合出資金は、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年６月
17日）第24-16項に従い、時価開示の対象とはしておりません。

3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

区分 １年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,707,756 ― ― ―
合計 1,707,756 ― ― ―

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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① 時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル2 レベル3 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 27,000 ― ― 27,000

資産計 27,000 ― ― 27,000
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１
の時価に分類しております。

9. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 7円17銭
（2）１株当たり当期純損失 119円53銭

10. 重要な後発事象に関する注記
新株予約権の行使

当社が発行いたしました第45回新株予約権につき、2025年1月１日から2025年２月17日までに、以
下のとおり行使されております。

行使新株予約権個数 348,880個（発行総数の27.00％）

交付株式数 34,888,000株

行使価額総額 1,538,326千円

未行使新株予約権個数 648,120個

増加する発行済株式数 34,888,000株

資本金増加額 ※１、２ 775,617千円

資本剰余金増加額 ※１、２ 775,617千円
※1．資本金増加額、資本剰余金増加額には新株予約権の振替額6,454千円がそれぞれ含まれております。
※2．上記の新株予約権行使による新株発行の結果、2025年２月17日現在の発行済株式総数は

321,265,550株、資本金は38,031,505千円、資本剰余金は6,278,206千円となっております。
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11. 収益認識に関する注記
(1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社及び連結子会社は「医薬品事業」並びにこれらに関連する事業内容となっており、事業区分が単一セ
グメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりますが、顧客との契約から生じる収益を分解し
た情報は、以下のとおりであります。

当連結会計年度
（自2024年１月１日
至2024年12月31日）

商品販売収入 244,237千円

製品販売収入 11,623千円

手数料収入 311,933千円

研究開発事業収益 75,845千円

顧客との契約から生じる収入 643,638千円

外部顧客への売上高 643,638千円
(2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項」の「(4)会計方針に関する事項」「⑤重要な収益
及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額
及び時期に関する情報

①契約資産の残高等
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 26,534千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 85,235千円
②残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略し

ております。
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貸借対照表（2024年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 2,976,230 流 動 負 債 1,262,287
現 金 及 び 預 金 1,095,136 買 掛 金 257,455
売 掛 金 85,235 未 払 金 224,776
商 品 224,803 未 払 費 用 4,103
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,204,382 未 払 法 人 税 等 122,279
前 渡 金 65,547 前 受 金 639,500
前 払 費 用 56,315 預 り 金 14,172
未 収 消 費 税 等 175,447
そ の 他 69,362 固 定 負 債 85,483

繰 延 税 金 負 債 20,939
固 定 資 産 769,835 資 産 除 去 債 務 64,544
有 形 固 定 資 産 174,887 負 債 合 計 1,347,770
建 物 78,558 純 資 産 の 部
工 具 器 具 備 品 96,328 株 主 資 本 2,252,880

無 形 固 定 資 産 9,661 資 本 金 37,255,887
ソ フ ト ウ ェ ア 9,661 資 本 剰 余 金 3,234,894

投 資 そ の 他 の 資 産 585,286 資 本 準 備 金 3,234,894
投 資 有 価 証 券 441,804 利 益 剰 余 金 △38,237,862
その他関係会社有価証券 0 そ の 他 利 益 剰 余 金 △38,237,862
関 係 会 社 株 式 51,990 繰 越 利 益 剰 余 金 △38,237,862
関係会社長期貸付金 16,101,706 自 己 株 式 △39
長 期 前 払 費 用 948 評価・換算差額等 47,444
敷 金 保 証 金 90,543 その他有価証券評価差額金 47,444
そ の 他 ０ 新 株 予 約 権 97,970
関係会社貸倒引当金 △16,101,706 純 資 産 合 計 2,398,295

資 産 合 計 3,746,065 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,746,065
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損益計算書（2024年1月1日から2024年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
事 業 収 益

商 品 売 上 高 244,237
製 品 売 上 高 11,623
手 数 料 収 入 311,933 567,793

事 業 費 用
売 上 原 価 395,935
研 究 開 発 費 3,056,867
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,972,197 5,425,000
営 業 損 失 4,857,206

営 業 外 収 益
受 取 利 息 159
受 取 配 当 金 160,770
為 替 差 益 1,577,176
補 助 金 収 入 28,507
受 取 手 数 料 6,050 1,772,664

営 業 外 費 用
株 式 交 付 費 57,578
投 資 事 業 組 合 運 用 損 1,332 58,910
経 常 損 失 3,143,453

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 6,192 6,192

特 別 損 失
子 会 社 株 式 評 価 損 19,516,851
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 16,101,706
関 係 会 社 貸 倒 損 失 545,338 36,163,896

税 引 前 当 期 純 損 失 39,301,158
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,430
当 期 純 損 失 39,305,588
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株主資本等変動計算書（2024年1月1日から2024年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計資本準備金
その他

利益剰余金
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 35,053,890 1,032,897 1,067,726 △31 37,154,482
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 2,201,997 2,201,997 4,403,995

当 期 純 損 失 △39,305,588 △39,305,588
自 己 株 式 の 取 得 △8 △8
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） −

当 期 変 動 額 合 計 2,201,997 2,201,997 △39,305,588 △8 △34,901,601
当 期 末 残 高 37,255,887 3,234,894 △38,237,862 △39 2,252,880

評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 24,757 87,549 37,266,789
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 4,403,995

当 期 純 損 失 △39,305,588
自 己 株 式 の 取 得 △8
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 22,687 10,420 33,107

当 期 変 動 額 合 計 22,687 10,420 △34,868,493
当 期 末 残 高 47,444 97,970 2,398,295
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■個別注記表

1. 継続企業の前提に関する注記
医薬品事業は、製品化までに多額の資金と長い時間を要する等の特性があり、創薬ベンチャーである当社

は、継続的に営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上している状況にあります。そのため、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。
当社は当該状況を解消すべく、下記を重要な課題として取り組んでおります。

①自社既存プロジェクトの推進
当社は、現在開発している医薬品等のプロジェクトを確実に進捗させることが重要な課題と認識しており

ます。
当社では、2019年３月にHGF遺伝子治療用製品コラテジェンの条件及び期限付承認を厚生労働省から取

得し、同年９月から販売を開始いたしました。その後、2023年５月に厚生労働省に条件解除に向けた製造
販売承認の申請を行いましたが、米国の良好な臨床試験結果を踏まえて、戦略的な観点から2024年６月に
申請を一旦取り下げ、販売も終了いたしました。一方、米国での後期第Ⅱ相臨床試験は2024年６月に良好
な結果が得られ、同年９月に米国FDAからブレイクスルーセラピー（画期的新薬）に指定され、2024年11
月の米国心臓病学会において治験担当医師からトップラインデータが発表されました。
椎間板性腰痛症向けの核酸医薬NF-κBデコイオリゴDNAは、米国において後期第Ⅰ相臨床試験を完了し、

2023年10月から日本国内における第Ⅱ相臨床試験を実施し、予定どおり症例登録を実施しております。
Vasomune社と共同開発しているTie2受容体アゴニストはこれまで重度の新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）による肺炎を対象としておりましたが、重症化リスクが低いオミクロン株への置き換わりが
進んだことから、対象疾患をインフルエンザ等のウイルス性及び細菌性肺炎を含む急性呼吸切迫症候群
（ARDS）に広げて米国FDAに申請し承認を受け前期第Ⅱ相臨床試験を進めております。

これら開発中の医薬品について、今後も優先順位を意識しながら開発を進めてまいります。
②開発パイプラインの拡充と事業基盤の拡大
当社の主力事業である医薬品開発では、開発品の製品化は非常に難易度が高いため、常に開発パイプライ

ンを充実させることが重要な課題と認識しております。
当社グループでは上記プロジェクトに加え、ゲノム編集における先進技術を持つ米国の子会社Emendo社

において、ゲノム編集治療の研究開発を進めております。同社は、ゲノム編集の安全な医療応用を目指し、
新規CRISPRヌクレアーゼを探索・最適化するプラットフォーム技術（OMNI Platform）を確立し、多数の
OMNIヌクレアーゼを開発しております。2024年には同社のOMNIヌクレアーゼの技術をスウェーデンの
Anocca社へライセンスする契約を締結しており、今後は米国においてゲノム編集技術の導出等を進める目
的で体制強化を進めるとともに、スタンフォード大学とがんゲノム編集治療の共同研究を進めます。
また、広範な免疫応答を刺激し、ウイルスの増殖防止、拡散の阻止が期待される改良型DNAワクチンの経

鼻投与製剤に関してスタンフォード大学と共同研究を実施し、薬物送達システムを開発いたしました。
これらの開発並びに提携先との共同開発などにより、事業基盤の拡大を目指してまいります。
開発パイプラインの拡充実績として、2022年５月に米国のバイオ医薬品企業Eiger社と早老症治療薬ゾキ

2025年02月28日 10時45分 $FOLDER; 58ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



AnGes,Inc.

58

ンヴィの日本における独占販売契約を締結し、厚生労働省から希少疾病治療薬（オーファンドラッグ）の指
定を受け、2023年５月に同省に国内製造販売承認申請を行い、2024年１月に同省から製造販売承認を取得
いたしました。
また、事業基盤の拡大として、希少遺伝性疾患の拡大新生児スクリーニング検査を受託しているACRLで

は自治体や民間の検査センター等との連携により受託拡大を進めております。さらに、これまでの拡大新生
児スクリーニング検査に加え、希少遺伝性疾患の遺伝学的検査（確定検査）や治療の効果をモニタリングす
るバイオマーカーの検査など、希少遺伝性疾患の診断から治療に至るまでの包括的な検査を実施できる体制
の構築を進め、検査業務の売上拡大を目指してまいります。
今後も、ライセンス導入や共同開発、他社に対する資本参加や他社の買収等により開発品パイプラインの

拡充による事業基盤の拡大を図り、将来の成長を実現してまいります。
③開発プロジェクトにおける提携先の確保
当社では、製薬会社との提携により、開発リスクを低減するとともに、契約一時金・マイルストーンや開

発協力金を受け取ることにより財務リスクを低減しながら開発を進め、上市後にロイヤリティを受領すると
いう提携モデルを事業運営の基本方針としております。
これまでの提携状況といたしましては、コラテジェンに関しましては、田辺三菱製薬株式会社と締結して

いた日本と米国を対象とした独占的販売契約が終了となりますが、患者数が日本に比べて圧倒的に多い米国
及び欧州の当該医療事情に精通している、欧米地域を中心にグローバル展開を行っていくことができるパー
トナーとの提携を検討しております。NF-κBデコイオリゴDNAの日本国内における慢性椎間板性腰痛症を
対象とした第Ⅱ相臨床試験では、塩野義製薬株式会社から臨床試験費用の一部負担などの協力を受けるとと
もに、続く第Ⅲ相臨床試験の実施について協議いたします。
今後も、更なる製薬会社等との提携を検討するとともに、開発プロジェクトに協力いただける企業を開拓

し、事業基盤の強化に努めてまいります。
④資金調達の実施
当社にとって、上記①②を実現するために機動的に資金調達を行うことは重要な課題と認識しており、以

下のようにこの課題に取り組んでおります。
2023年７月にBofA証券株式会社を割当先とする第43回新株予約権（第三者割当て）を発行し、調達開始

から2024年３月末日までに12億８百万円を調達いたしました。また、2024年４月にCantor Fitzgerald
Europeを割当先とした第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行し、13億円の調達を行い５月24日
までにすべての当該社債が株式に転換されました。Cantor Fitzgerald Europeを割当先とした第44回新株
予約権は６月14日から行使が開始され、2024年９月30日までに14億73百万円（新株予約権発行に伴う入
金を含む）を調達いたしました。さらに、2024年９月にCantor Fitzgerald Europeを割当先とした第１
回無担保普通社債を発行し、13億円の調達を行い、2024年12月20日までにすべての当該社債を償還いた
しました。加えて、Cantor Fitzgerald Europeを割当先とした第45回新株予約権（第三者割当）を発行
し、2024年12月末日までに14億32百万円（新株予約権発行に伴う入金を含む）を調達いたしました。
今後も、研究開発活動推進及び企業活動維持のために必要となる資金調達の可能性を適宜検討してまいり
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ます。
しかしながら、現時点において、第45回新株予約権の行使は株価等の動向に左右されることから未確定で

あり、また上記に記載したプロジェクトを継続的に進めるための更なる資金調達の方法、調達金額、調達時
期については確定しておらず、当社は継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在していると判断してお
ります。
なお、計算書類は継続企業を前提としており、上記のような継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を計算書類には反映しておりません。

2. 重要な会計方針に係る事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式、関連会社株式
及びその他の関係会社有価証券

……移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のも
の

……決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算
定）

市場価格のない
株式等

……移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証
券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手
可能な直近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、
原材料

…………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）

貯蔵品…………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

（3）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産…………定率法。但し、2016年４月１日以降取得の建物附属設備については定額法を採用

しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ８〜18年
工具器具備品 3〜15年

無形固定資産…………定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウェア ５年
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（4）繰延資産の処理方法
株式交付費及び新株予約権発行費……支出時に全額費用として計上しております。

（5）引当金の計上基準
関係会社貸倒
引当金

……債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（6）重要な収益及び費用の計上基準
当社は、医薬品の研究開発を行っており、商品販売収入、製品販売収入及び手数料収入を得ております。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①商品販売収入
商品の販売については、顧客への納品が完了した時点で、当該商品の支配が顧客に移転したと判断し、収
益を認識しております。

②製品販売収入
医薬品の販売による収益は、医薬品に対する支配を顧客に移転することにより履行義務が充足されるとき
に認識することとなりますが、当社における医薬品等の国内の販売において、出荷時から当該医薬品の支
配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間であるため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」
第98項に定める代替的な取り扱いを適用して出荷時に収益を認識しております。

③手数料収入
オプショナルスクリーニング検査事業におきましては、新生児の希少遺伝性疾患に関する検査の受託を行
っており、顧客との契約に基づいて、検査結果を報告する履行義務を負っております。当該履行義務は、
検査結果を顧客に報告した一時点において、顧客が当該測定結果に対する支配を獲得することから、当該
時点で収益を認識しております。

（7）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

3. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。
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4. 会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

5. 貸借対照表に関する注記
（1）記載事項は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
（2）有形固定資産の減価償却累計額 257,881千円
（3）関係会社に対する短期金銭債権 68,329千円
（4）関係会社に対する長期金銭債権 16,101,706千円
（5）関係会社に対する短期金銭債務 64,744千円

6. 損益計算書に関する注記
（1）記載事項は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
（2）関係会社との取引高

事業費用（支出分） 724,993千円
営業取引以外の取引による取引高 160,770千円

7. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）記載事項は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
（2）当事業年度末日における自己株式の数

普通株式 230株
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8. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
減価償却費超過額 59,105千円
有価証券等評価損否認 6,282,195
繰越欠損金 11,216,365
貸倒引当金及び貸倒損失 5,097,325
その他 598,309

繰延税金資産小計 23,253,300
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 ※ △11,216,365
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △12,012,756

評価性引当額小計 △23,229,121
繰延税金資産合計 24,178
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △20,939
その他 △24,178
繰延税金負債合計 △45,117

繰延税金負債の純額 △20,939

※税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
１年以内

（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）
税務上の繰越
欠損金 ※ 1,380,001 1,272,209 686,394 978,859 1,238,321 5,660,579 11,216,365

評価性引当額 △1,380,001 △1,272,209 △686,394 △978,859 △1,238,321 △5,660,579 △11,216,365

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ―

※税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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9. 関連当事者との取引
子会社等

属 性 会社等の名称
又は氏名 所在地 資本金

（千＄）
事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（%）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 EmendoBio
Inc.

アメリカ
合衆国 58,277

医薬品の
開発及び
研究

(所有)
直接 86.9%
間接 5.9%

役員の兼任
資金の援助

資金の貸
付 1,644,248

関係会社
長期貸付
金（注）

16,101,706

(注）長期貸付金に対し、貸倒引当金16,101,706千円を計上しております。また、当事業年度において16,101,706千円の
貸倒引当金繰入額を計上しております。

10. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 8円03銭
（2）１株当たり当期純損失 167円03銭

11. 重要な後発事象に関する注記
連結注記表「10.重要な後発事象に関する注記」に記載しているため、記載を省略しております。

12. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「11.収益認識に関する注

記」における記載事項と同一のため、記載を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年２月17日

アンジェス株式会社
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 桃 木 秀 一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 田 智 也
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 川 満 美

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、アンジェス株式会社の2024年1月1日から2024年12月31日までの連結会

計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アンジェス株式

会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続的に営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上し

ていることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記
に記載されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結計算書類に反映
されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計

算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、

実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可
能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年２月17日

アンジェス株式会社
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 桃 木 秀 一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 田 智 也
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 川 満 美

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、アンジェス株式会社の2024年1月1日から2024年12月31日までの

第26期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続的に営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上し

ていることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記
に記載されている。計算書類等は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は計算書類等に反映され
ていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し

て意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類

等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2024年１月１日から2024年12月31日までの第26期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作

成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等

及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他

の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和
3年11月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査
上の主要な検討事項については、会計監査人有限責任監査法人トーマツと協議を行うとともに、その監査の実施状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の
記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年2月17日
ア ン ジ ェ ス 株 式 会 社 監査役会

常勤監査役 小 野 尚 之 ㊞
監 査 役 堀 越 克 則 ㊞
監 査 役 安 藤 公 一 ㊞

（注） 常勤監査役小野尚之、監査役堀越克則及び監査役安藤公一は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査
役であります。

以上
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第26期定時株主総会会場ご案内図

2025年3月28日（金）
午前10時 （受付開始午前9時）

日 時

ハービスHALL
大阪府大阪市北区梅田2丁目5-25 ハービスOSAKA B2F
https://www.herbis-hall.com/   06 -6343 -7800

場 所

交 通 の ご 案 内

JR線よりお越しの場合
　❶ JR大阪駅(桜橋口)より
       徒歩7分
　❷ JR東西線 北新地駅(西改札)より
       徒歩10分
　　大阪メトロよりお越しの場合
　❸ 四つ橋線 西梅田駅(北改札)より
       徒歩6分
　❹ 御堂筋線 梅田駅(南改札)より
       徒歩10分
　❺ 谷町線 東梅田駅(北改札)より
       徒歩10分
　　阪神電車よりお越しの場合
　❻ 阪神大阪梅田駅(西改札) 西側より
       徒歩 6分
　　阪急電鉄よりお越しの場合
　❼ 阪急大阪梅田駅より
       徒歩15分

各ターミナルとは地下で直結しております。

※駐車場はございませんので、
　お車でのご来場はご遠慮いただきます
　ようお願い申し上げます。
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